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第１０日目（９月１２日） 

○副 議 長（峠 佳一君）  おはようございます。延会前に引き続き、本会議を再開い

たします。ただいまの出席議員数は２８名であります。 

これから本日の会議を開きます。なお、松原良道君より家事都合により午前欠席、駒形正

博君より葬儀のため欠席の届けが出ておりますので、これを許します。 

（午前９時３０分） 

○副 議 長  本日の日程は一般質問とし、一般質問を続行いたします。 

質問順位１８番、議席番号１０番・牧野晶君。 

○牧野 晶君  おはようございます。それでは通告にしたがいまして一般質問を行わせて

いただきます。 

親と子供が一緒に遊べる公園を 

まず１点目は、親と子供が一緒に遊べる公園を。南魚沼市には銭淵公園や八色の森公園、

そして大原運動公園などのとても素晴らしい公園がありいい環境だと思います。けれども、

子供が遊具で遊べる公園や大人と子供が一緒になって遊べるような公園というものがちょっ

とないのではないかなと私は思います。銭淵公園や八色の森公園というのは池があったりし

て――池があったりする環境というのは非常にいいのですけれども、例えば芝生の上でのび

のびと子供を遊ばせる、こういうものには向いていないというふうに私はちょっと感じてい

るのですが。 

一部の保護者の中からも、非常に環境的にはいいのだけれども、何か落ち着いて遊ばせて

いられないな、もっと広々としたところで遊ばせたいな、という声もあるのでこれについて

どういうふうに考えているのか。子育てという視点で大きな児童公園、こういうものが必要

ではないでしょうか。 

またもう１点、冬期間、やはり雪。私が小さい頃はスキー場等に行って遊んでいたわけで

すけれども、スキー場で遊んだりもしますし――今でもスキー場に行ったりする子もいます

が――小さい頃にスキー場以外で遊ぶ方法、遊び場というもの何かあればな、という思いが

ありました。冬期間の児童の遊び場の確保ということで、こういう点についても保護者の方

たち、子供を育てている親たちの声があります。こういう声についてどういうふうに答えて

いるのか、また考えているのか、ご答弁いただければと思います。 

都市計画用途地域をどう考えているのか 

２点目にいきますが、都市計画用途地域をどう考えているのか。都市計画の基本理念を簡

単に言うと、都市化を図り快適な住環境を整備する地区、そういうふうに私は考えているの

ですが、どうも市長の話を最近聞いていると、都市計画事業、都市計画税というのは下水道

事業を行うために都市計画税を納めてもらっているように聞こえます。下水道事業がどこで

もできるようになったから、都市計画の意義が薄れたので、都市計画税を廃止するというふ

うな説明がされているわけですけれども、こういうことは根本的に都市計画の意味を勘違い

しておりませんか。 
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都市計画事業というのは、下水道事業だけでなく道路を作ったり、学校やら豊かな住環境

整備をしていくために都市計画用途地域や都市計画というのを決めて、そしてその地域に都

市計画税というものを目的税としてかけているわけです。けれども、どうも聞いているとこ

ろによると、下水道事業がメインになっているように私は聞こえてしまうので、これでは住

民の納得は得られないのではないか。ちょっと市長の考え方を教えていただきたいと思いま

す。 

また、都市計画の税で下水道事業を進めていると言いますけれども、では下水道分担金と

いうのは何のために払っていたのかというのがあるわけです。都市計画税を払いつつも、ま

た下水道分担金というのも払っているわけです。ここは二重取りになってしまう。その説明

が下水道事業がメインになってしまうと二重取りになって、これはまたおかしな議論になっ

ていると私は思うのですが、この点についてどういう考えなのかお答えいただければと思い

ます。 

以前から言っていることに対して負担と事業費の関係を明らかにしてくださいと、都市計

画税を納めている住民は非常に思っていると思います。市政懇談会の中でもやはり都市計画

税の使途をどういうふうに使われているのか教えてくださいというふうな声があったりしま

すし、私のところにも問い合わせがきます。都市計画税というのは目的税であり、都市計画

事業以外に利用してはいけないという答弁がありますが、一部の地域で、市長懇談会の中で

もそうですし、職員の中でもこういうふうな答えがあったのであえて引用させてもらいます

けれども。都市計画税はどこに使っているのですかと聞くと、下水道に使ったり、例えばあ

とレク公園や大原運動公園に使っていますよという声があるのです。 

ちょっと待ってくださいよと。レク公園や大原運動公園というのは確かに都市公園ですけ

れども、あそこの地域から都市計画税をもらっていないわけです。あそこの地域を都市公園

に指定するという、私は思っているのに、私は都市公園というのは必要だと思いますけれど

も、ただ、あそこを都市公園として指定するのは事業を受けやすくするため、また補助金を

とってきやすくするためにある意味便宜上――便宜上という言い方が適切ではないかもしれ

ませんけれども――そういう視点もあり、補助率のいい補助金をもってくるために都市計画

用途地域と指定して、開発行為をしているという視点もあると思うのです。 

税を払っていないところに対して都市計画税を使っていますよという話は、私またこれは

目的税なので都市計画事業以外に使っていませんという説明にはあっているかもしれないで

すけれども、それはあくまで大きな視点、まちづくりの大きな視点、旧町単位のすべての住

民がレク都市公園を使うからとか、またまた南魚沼市住民がみんなで都市公園を使うから、

レク公園を使うから、大原運動公園を使うからという視点で都市公園というものを作る。市

の政策の一貫として作っているのに、目的税としての都市計画税を注入している、入れてい

るという説明は、都市計画地域の税を納めている住民として、負担の公平性ということを考

えると納得がいかないというふうな考え。都市計画税を払っている住民は負担をしています。

でもそれ以外の地域は建設に対して負担をしていない。 
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こういうふうな観点になってしまうので、この点、整合性が私は合わないと思うので、こ

の点の考え方というのをお聞かせいただければと思います。以上の点を答弁いただきながら。

用途地域をどう考えているのか。用途地域を今後どうするつもりなのかご答弁をいただきた

いと思います。 

また、都市計画税の負担と事業費の説明ができないから、将来の事業の見通しができない

から、では都市計画税を廃止していこう、廃止、見直していこうかなという議論というのに

も聞こえてしまのです。市長は前回の６月の一般質問の中で、都市計画税を廃止したからと

いって事業を進めないということはないというふうな説明がありましたけれども、どうも聞

いていると、下水道のことが前に出ているので都市計画事業というのは下水道のためにやっ

ているということであるならこれはもう、というのがあるので、都市計画の用途地域、都市

計画税についてどう考えているのかご答弁をお願いいたします。以上壇上から一般質問を通

告どおりやらせていただきます。 

○市   長  おはようございます。牧野議員の質問にお答えいたします。 

親と子供が一緒に遊べる公園を 

児童公園、大きな視点での児童公園ということでありますが。児童公園というのはそれこ

そ都市計画法に基づく都市公園。現在市内に浦佐に５カ所、六日町地区に５カ所、塩沢１カ

所、計１１カ所。これが都市計画決定をされた街区公園。児童公園という銘をうちますと、

先ほど言いましたように街区公園と称しまして、半径２５０メートル程度の街区に居住する

人が利用する０.２５ヘクタール、これを標準とする公園というふうに定義をされているわけ

です。法律上は。その定義に基づいた公園というのは、今、言いましたように１１カ所。各

公園の面積は０.１から０.４３ヘクタールくらいであります。 

その他に都市計画決定されていないけれども同様な公園として分類されるものが、六日町

に２カ所、塩沢に１カ所開設されております。これは児童福祉法に基づく児童遊園や各地区

の集落センター敷地、これを利用した広場、こういうことであります。これは地域住民に最

も身近な公園というふうになっておりまして、子供たちが安全に遊べることはもちろんであ

りますけれども、地域の大人も一緒に楽しむことができる。こういうことであります。子育

てという視点から見ますと、あるいはまた急速に進む高齢化社会対応この視点から見ても必

要性は高い。今ある公園もですね。 

そこで新たに大規模の公園ということでありますが、銭淵公園は確かに池が２カ所くらい

ですかあって、そういう面で若干子供さんを自由に遊ばせておくにはちょっとこう危険があ

るといいますか、心配があるということは前々から伺っております。八色の森公園は池があ

ると言いましても、あそこは１５ヘクタールもあるわけですから、あの一角を別に児童公園

と名づけなくてもその中で十分今大規模的な――ただ、遊具はありません。特に遊具はあり

ません。（「あります」の声あり）遊具もあるのですか。ではほとんど問題にならないという

ことですけれども。私どもは今、大規模なそういう公園を作るということよりは、今、既に

ある施設、この公園内容を充実させていくという方向を模索しているところであります。 
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その児童公園的なことというよりは、昔からフラットの芝とちょっと日陰のある、あるい

はベンチのあるようなそういう公園という声は多くありましたので、これらを検討的なこと

はしてきたわけでありますが、今、合併をしまして、もう八色の森公園がほとんどその概念

に近いということがありますので、これは八色の森公園の方をそういう面で積極的に活用し

ていただこうというふうに思っております。今、大規模な公園をこれから新たに開設すると

いうことはちょっと考えておりませんので、よろしくお願いいたします。 

冬期間の遊び場の確保でありますが、おっしゃっていただいたように雪国という宿命であ

ります。昔は議員おっしゃったように外でも何でも雪が降っても何でも遊んでいたわけです

が、今はなかなかそういう状況ではないという。そこの中で「ほのぼの広場」。これは通年開

設でありますので、いわゆる屋内としては子供さん方はここをひとつ大いに利用していただ

きたい。そして開設日数が不足ということであればまたこれは。今、六日町は月曜から金曜

までほとんどやっておりますけれども、塩沢、大和は２日、あるいは３日ということであり

ますので、そういうことも含めながら開設日数の拡大も視野に入れて、いわゆる雪の屋内の

子供さんたちの遊び場といいますか、そういうことについては考えていきたいと思っており

ます。 

このためにまた新たに、それこそ大規模な施設を建てて、雪の降らないというか雪のあた

らない屋外での遊び場ということはちょっと考えづらいことでありますので。そういう面と、

そしてやはり雪に親しんでいただくと、こういうことも私たちの地域にとっては大切なこと

でありますので、そういう面も含めながらスキー産業の関係等も含めながら、地域の特性を

生かした冬の活動方法ということを模索していきたいと思っております。 

都市計画用途地域をどう考えているのか 

都市計画用途地域であります。最初に申し上げますが、昨日もちょっと申し上げましたけ

れども、言葉の一片をとらえてあまりにも。私は別に都市計画は下水道のためにあるなんて

言ったことは全くありませんし、代表的な例としてですね、昔は公共下水道というのは用途

地域内でなければできなかったという、そういうことを申し上げたわけです。ところが今は

農村関係の下水道、あるいは特環とか、そして浄化槽整備とか、どこの地域でも下水道整備

ができるようになりましたのでそういう面からとらえれば、いわゆる用途地域の中だけから

都市計画税という部分の根拠はやや薄れつつあるということを申し上げたわけであります。

別に下水道だけに限ったことではありません。 

そこでもうひとつ、二重負担ではないかというお話がありました。そういうことをおっし

ゃいますと、都市計画決定をして作った道路、例えば来清東西線ですか、ああいうやつだっ

て都市計画税としてのいわゆる目的税であの負担金を出しているわけですから。その他に市

費は当然積んでありますけれども。そうするとあの道路はでは、いわゆる塩沢地域の用途地

域の人しか使ってはならんと、おかしいではないかと。こうなってしまうのです。（「そんな

ことは言っていない」の声あり）公園などは当然都市計画決定をして、八色の森も大原もそ

ういうことでしょうけれども、用途地域に入れてやっているわけです。そこをでは二重負担
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だということになりますと、もう話は全く前に進まなくなりますので、そういう議論はやは

りしていても意味がないということだと思っております。 

そこで、用途地域そのものという。どう考えているかということであります。今、南魚沼

市の中で用途地域は５地区約６９５ヘクタールあります。そのうちに住居系用途地域が約４

６７、これが一番多くて６７パーセントであります。商業系が１１１、１６パーセント、工

業系、１１７、１６.８パーセントというくらい。だいたいそういうことであります。 

都市計画税そのものは都市計画事業のための目的税であります。これはおっしゃっていた

だいた。そして用途地域に限定されたものではありませんけれども、私たちの市では主に用

途地域内を都市計画事業実施エリアとして大部分の都市計画事業を行ってきたということで

あります。そして課税範囲も用途地域として定めた。 

先ほども触れましたように、代表的な例として公共下水道事業をあげて説明いたしました

けれども、その他にも街路、公園、土地区画整理、これらは全部都市計画税を財源として行

ってきたものであります。市政懇談会の中でもその矛盾点といいますか、そういうことはお

話をいただきました。何に使っているのだと。何に使っているのだといっても都市計画事業

のために使っていると。それ以外に一切使っておりませんし、前にも総務部長の方からちょ

っと内容的にも話しましたが、都市計画税が１億数千万円これだけでとても足るものではあ

りませんので、他の費用もつぎ込んで都市計画事業をやっているということであります。 

ですから都市計画税を徴収されている方々は、ある意味では負担でありますしそういう面

では不満もあるのかもわかりませんが、実態はよく市政懇談会でもお話しを申し上げてご理

解はいただいたと思っております。都市計画税を徴収するために用途地域を設けている、そ

ういう考え方ではありません。 

用途地域を今後どうするかということであります。いろいろやはり考えてみますと、先ほ

ど触れましたように、では用途地域内だけで都市計画税そのものというものを負担していて

いい時代なのかどうなのかという、そういう疑念が私は今生じているわけでありまして、た

だ１億数千万円という大きな財源でありますので、これを廃止だけをしてそのままというわ

けにはいかない。廃止をする際には固定資産税で全員の皆さん方からその部分を補っていた

だくという方法を考えなければ、おいそれと廃止には踏み切れないという思いであります。 

そして近年、住宅地の広がりも進んでおります。それから郊外型店舗、こういうことが集

中している地域もあります。しかしながら、長く沈静化していた例えば街路の決定をしてい

ますけれども、もう３０年も５０年も経っても何の事業進展もないというそういう部分もあ

ります。そういうことを全般的に見直すといいますか、そして現状にあった、そして将来の

本当にあるべき姿を検討しながら用途地域をこれから、ではこの部分は広げるとか、この部

分はやはりカットしていこうとか、そういうことを考えながら都市計画の基礎調査を今年か

ら始めまして、平成２１年にはその基礎調査に基づいた用途区域、用途地域、そして都市計

画道路、この見直しの検討を行う予定であります。 

当然ですけれども変更となる場合には都市計画審議会での審議を初めとして、地元の皆さ
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んへの説明、これは当然やらなければなりませんし、情報提供を十分に行いながら作業を進

めていくということであります。方向的には都市計画税はできれば廃止をして、そして市民

全体の皆さん方の固定資産税の中でこれを負担していただくという方向を模索したいという

ふうに考えております。以上であります。 

○牧野 晶君  親と子供が一緒に遊べる公園を 

児童公園についてです。児童公園という言い方はちょっとあまりあれですが、子供と大人

が遊べるフラットな、そしてちょっと端っこの方に日陰や遊具があるような公園というのを

保護者の方も望んでいるので、八色の森公園があるということで非常にいい公園だと思いま

す。道路を挟んで池がある場所とない場所というふうな感じも――池はあるか。それでもの

びのびと遊べるような、池から離れていてちょっと心配な点ではないエリアもあるので。確

かにそうかもしれないですけれども、やはり子供と気軽に行ける、例えば八色。六日町から

だって２０分くらいかかるわけですし、塩沢の方からだって３０分くらいかかるわけですか

ら、子供を連れてまたそこまでというので。そういう視点で既存のある施設、例えば銭淵公

園が今あるわけですよね。以前から市長の方でも、池があるのでちょっと不安な――不安と

いうのはあれかもしれないですけれども――フラットなところも考えていく必要があったと

いうふうなご答弁があったわけですけれども。銭淵公園や例えば大原運動公園のようなとこ

ろも、今後そういうふうな視点で子供と大人が一緒になって遊んでいけるようなフラットな、

そういうエリアというのを作っていくべきではないかと思います。 

あと「ほのぼの広場」が開設されているわけですけれども、非常にいいところだと思いま

す。たまにのぞきに行ったりもするのですけれども、あともう１点。どこかで１回くらい―

―１回だとちょっとデータがとれないと思うのですけれども。土・日一緒にゆっくりできる

ところというのを求めている点もあると思うので、冬場の土・日、子供と大人が一緒になっ

て、ジャスコに行って遊ぶというのはまたそれはちょっと違うと思うので、そういうまた何

か考えていく必要があるのではないかと思います。 

都市計画用途地域をどう考えているのか 

都市計画税の方向にいきますけれども。市長の言われている２０年前と様相が変わってき

ているというのは、思いはわかるのですけれども、今まで、では２０年払ってきた地域の方

として、今度はそれを廃止して皆通りいっぺん、皆からかけていくのだよというそういう考

えがあることもまたそれはそれでわかるのですけれども。では、今までの分はどこにいくん

だというふうな議論が必ず出てくるわけです。当然そうだと思います。 

先ほど来清東西線の負担を都市計画でどうのこうのという説明もありましたけれども、来

清東西線というのだって、用途地域の住民だけが使用しているわけではなくて、市民全員が、

はたまた他の地域の県外の方も利用すれば、ある意味県の大きな視点での事業でもあり、国

の国策的な面もあるわけです。そういうのと一緒にされると、それこそまた議論がちょっと

かみ合わなくなっていくのでそういう乱暴な議論というのはやめて欲しいなと。 

都市計画の用途地域の方が思っているのは、当然均衡ある用途地域以外の方にも発展して



 - 7 - 

ほしい。けれども、用途地域の都市計画税を払っている地域、ここも発展してほしい。そう

いうふうな負担に見合った事業というのを――負担を払っているのだから、事業をするのが

当然という言い方はあれかもしれないですけれども、負担について事業というのは当然ある

べきというふうな思いがあるわけです。 

今まであそこを使った、ここを使ったとことあるごとに説明されるわけですけれども、で

は一体いくら集めて、いくらの事業をされたのか。けれどもその中に、例えばレク都市公園、

大原運動公園、はたまた来清東西線などという事業が入っていれば、全然わけがわからなく

なるわけです。説明を受けている方とすれば。 

例えば都市計画税を４０億円から５０億円、多分過去に集めているわけですね。そのうち

では、事業費を４００億円使っている、５００億円使っているというかも知れませんけれど

も、下水道を省いてね、だけれどもその中にレク公園が入っているよ、来清東西線が入って

いるよ、大原運動公園が入っているよとういう説明があると、そこはちょっと違うのではな

いかというような思いが、都市計画の税を払っている住民としては当然あるわけです。そこ

のところの説明をしっかりするべきではないでしょうか。 

極論をいえば、廃止するという・・・極論のちょっとその前に。廃止の前に今まで払って

いる方に対してどういうふうな説明を今後していくのか。それこそでは事業が終わってしま

うのではないのか。今までの事業見通しというのを今求めている点もあるわけです。用途地

域の方は。いつまで税を払っていればいいのだ。税を払うのであれば、見通しというのを明

らかにしてくれないかという。負担に対してのいつまでも出口が見えない。事業をしてくれ

るのだったら負担もいいけれど、全然先が見えないので非常に不安なのが都市計画税を払っ

ている住民だと思うのです。 

そこのところを明らかにしないで、税を廃止していきますよという議論というのも非常に

乱暴だと思うのです。あまり住民として、「ああ、税がなくなればそれはそれでありがたいけ

れど、では今まで払ってきた分はどこに行くのだ」というふうな議論になっていくので、ち

ょっと市長の言っていることは非常にわかりやすいのですけれども、ただ、それだと納得い

かない点もあるので。そこについて市長、見通しというものをどういうふうに考えているの

か、お考えをお聞かせいただきたいと思います。 

あと、基礎調査をやっていくということですけれども、基礎調査をやって本当に２１年度

にいろいろ考えていくというのであれば、本当に１回アンケートをするべきではないのかな

と。アンケートとあと、今までの都市計画の「ここに使いました」のお知らせ版の発行とか。

それと今後いつ頃までをめどに都市計画事業をやっていきますよというふうな、完成させま

すよというふうな、大まかにこの３つのとおりというのも、私はわかりやすい市政――非常

に市長、今回のもわかりやすい答えだと思うのですけれども、ただ理解が得られるかどうか

というのはそれはまた別問題として、そういう視点も必要ではないのかなと思うので、市長

の方からご答弁いただきたいと思います。 

○市   長  牧野議員の再質問にお答えいたします。 
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親と子供が一緒に遊べる公園を 

公園の関係ですけれども、これはさっき触れましたように、フラットの大規模なという部

分になりますと、当然ですけれどもいわゆる便利のいい市街地の中にはまず無理ということ

であります。八色の森公園はこれに該当するわけですけれども、例えばでは大原はどうかと

言われますと、大原運動公園は昨日でしたか腰越議員のご質問にお答えいたしましたように、

これからあそこの公園をどういうふうに位置づけていくか、何を作るか。この計画に入るわ

けですので、そこに公園的なものがとれるかどうかまだわかりませんけれども、当然やはり

ただ、ただ施設を作って駐車場だけということにはならないと思うのです。そういう面では

ある程度の構想は若干できるかと思っておりますけれども、これはまだ約束はできません。

ですので、そういうことを考えながら、公園だけをどこかにとんと設けるということについ

ては、もうこれ以上はなかなか無理だろうということを申し上げました。 

遊び場の「ほのぼの広場」の土・日対応ということでありますけれども、これは担当の方

とちょっと協議はしてみます。ただ、土・日くらいは親子が一緒にという部分も。今の「ほ

のぼの広場」もほとんどお母さんと一緒に行っているわけですので、ですからその辺がどう

対応できるか。確かに土・日――土・日くらいは家にいればいいかと思うのですけれども。

その辺はちょっと相談はしてみます。 

都市計画用途地域をどう考えているのか 

用途地域の関係ですけれども、これは負担をしていらっしゃる方々は、私たちは負担だけ

をしているという観念にとらわれがちでありますが、では例えばまた来清東西線を話にあげ

て失礼ですけれども、そこばかりではなくてあるいは都市計画道路で開設されたと。そこの

皆さん方は、その隣接をした土地というのはものすごい価値が上がるのですね。 

都市計画事業でなければできない事業で、例えば道路開設やります。あるいは公園も先ほ

ど触れましたように、都市計画の決定を受けた公園というのは市内に１１カ所もあるわけで

す。これだって全部都市計画税が入ってやっていることですから。しかもその公園の近くと

いうのは、これはいわゆる居住環境もいいわけですし、あるいはその近隣に土地を持ってい

らっしゃる方は非常に土地の価値もある。こういう面も全部勘案をしながらやはりある意味

では利益がそこにあるから、税として負担してもらうという、そういう理念に基づいている

わけです。 

ただ、何でもいいけれども用途地域の中だから税金とるなんてそういうことではないので

すね。ですからそういう面をきちんとご理解いただければ。今までのをどこにどう使ったな

どというのは調べればわかりますけれども、とても集めた金で足りたということではありま

せんので。個々に金に色がついていません。都市計画税は各年ごとに――このところにいく

ら使ったということはわかるはずないですよね――トータルの中でやっていますから。その

都市計画税に大幅に積み増しをしてやっているということだけは間違いありませんから、そ

れは今度は一般の皆さん方の税金ですから。そういうふうに考えていただえれば決してその

都市計画税を払っていたから損をしたとか、そういうことには私はならないと思うのです。 
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ただ、今、時代が大きく変わりまして、用途地域内でなければできない事業ということは

ほとんどなくなってきました。ただ、街路やそういうものはまだありますけれども、そうい

うことの中からいえば、そろそろ都市計画税という目的税は廃止をしてもいい方向になって

きたのではないかという考え方です。ご理解いただけましたでしょうか。 

どこに使ったか、今までどうしたかというこれは、各年ごとに都市計画税そのものがいく

ら徴収をされて、いくら使って、では都市計画事業費はその年度ごとにいくらであった、そ

して負担はいくらであったという、これは出ますよ。けれども、そこにいくら、ここにいく

らという部分については非常に難しいですね。都市計画税の負担分がそこにいくらというこ

とが入っているわけではありませんから。トータルとして事業費の負担を出しているわけで

すので。 

ですからこの事業に使われた、この事業に使われた、この事業はいくらであった、そして

負担はいくらであった、これは出ます。ですので、必要であればそういうことはきちんと精

査をしてお知らせを申し上げますが。少なくとも今まで私が市政懇談会に出てこの問題は２

カ所か３カ所出ました。そしてそういう説明をしましたら、それはそれでわかったと。大体

ご理解いただいたと思ったのですけれども、まだご理解いただけないですかね。（「私が理解

できません」の声あり）わかりました。それは別に調べて調べられないことではありません

ので、ただ５０年も１００年も昔のことはわかりません。調べられる範囲でやらせていただ

きます。そういう状況です。 

そして、そういう意味から今後どうするか。それからさっき触れましたように、これから

やるべき都市計画事業と、計画決定をしたり計画にあがったりしている部分でも、もうこれ

はやる必要がないという部分も出てきますので、それをまとめて、２１年度頃にはまた新た

な事業計画と、それから用途地域の範囲を決めていきたい。 

アンケートというのは、何かの中でとるのか。何を想定するアンケートなのかちょっとわ

かりません。私たちの地域が用途地域になっていいのか悪いのかという、そういうアンケー

トでしょうか。（「今までの清算を含めて」の声あり）今までのことはちゃんとやります。で

すので、さっき触れましたようにこれはお断りしておきますが、どの事業にいくらかかって、

市の負担、あるいは旧町の負担がどのくらいであって、そこに都市計画税が――都市計画税

そのものがいくら入ったというのはわかりません。集めた額はこれだけです。使った額はこ

れだけです。このことは出ますので。それは必要であればちゃんとお知らせをいたします。

以上だと思いますが、よろしくお願いいたします。 

○牧野 晶君  親と子供が一緒に遊べる公園を 

まず子育ての方からいきますけれど、「ほのぼの広場」。土・日家の中にいればいいではな

いかという、そういうふうに本当は思っていないのでしょうけれども、ただひとつの流れと

してなのですけれども。家の中だと子供と一緒に遊べないというのがあるわけです。ほんの

狭い中でちょろちょろというふうな遊ぶ視点なので、「ほのぼの広場」みたいなところであれ

ば、もっと大騒ぎをするわけではないけれど適切に遊べるというのがあるわけです。「ほのぼ
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の広場」を例えば冬の一時期だけはどこかの体育館でやったりというのもできる可能性があ

るわけです。そういうふうな観点というのを考えていただければなという思いがあります。 

都市計画用途地域をどう考えているのか 

あとは都市計画と用途地域の方に戻りますけれども、ちょっと乱暴な言い方をするかも知

れませんが、市長の説明の仕方をまた先に戻ると、都市計画税、事業をするために用途地域

を指定しているのだぞというふうになるわけです。そうではないのではないですか。一番最

初市長は口では、用途地域と都市計画税は別だよというふうな、都市計画の用途地域のまち

づくりと都市計画税は別で、ですけれども最後の方、核論の方にいくとどこでも今事業がで

きるから用途地域も何も関係ないのだというふうな説明になっていると思うのです。 

用途地域というのは、住環境をよく整備していく地域なわけです、極論をいえば。という

ふうに私は思うのです。ただ、市長は、今は国・県の補助金が何でもできるから、あまり関

係ないからやっていくのだというふうに聞こえるのです。そこのところを考え方がちょっと

間違えているのではないか。用途地域というのは都市計画決定を決めて、極論をいえば住環

境をよくして人口密集地にしていくような考えで用途地域というのを決めたと思うのです。

そこのところを市長はどう考えているのかについて。 

アンケートについてになりますけれども、今までどういうふうに、要は目的税として集め

ていたけれども、説明責任というのは当然求められるわけです。今度、今まで事業費をいく

ら使っていくら集めていったという、個々のは出せないかもしれないですけれども、そうい

うものを出していくというふうな話がありましたので、それはそれでいいですけれども。で

は、これからの住民に対して、目的税ということに対しての説明責任という意味でのアンケ

ート。用途地域の住民だけど、どういうふうな思いが、例えば都市化を図っていけたかどう

かとか、清算の意味でのフリーランでのアンケート調査や、それこそ税を廃止していいのか

悪いのかのアンケート調査。こういうものをふまえてやっていくべきではないかな。 

ひょっとしたら１パーセントでも、今０.２パーセント半額にしてというふうな考えでも、

あくまで都市計画の用途地域というのを考えて負担をしてでも都市化を図っていきたいとい

うふうな考えがあるかもしれないわけです。そういうことも市長は視点が必要ではないでし

ょうか。おおまかにいえば３点だと思いのです。この３点についてよろしくご答弁をお願い

します。 

○市   長  親と子供が一緒に遊べる公園を 

質問にお答えいたします。冬期間の遊び場の件ですけれども、例えば今おっしゃったように

体育館的な広いようなところでやったらどうかという、そういう部分も考えられるかとは思

います。ただ、すべて行政主導ということではやはりならないという気がします。本当に地

域の皆さんがそういうことで、例えば石打小学校の体育館を１日開けろとか、土曜日に使わ

せろとかそういうことのまた発想もひとつしていただいて、行政だけの主導ということでな

く、お互い協力をし合いながら遊んでいただくことについては全く異論はございませんので、

いろいろ考えていかれればと思っております。 
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都市計画用途地域をどう考えているのか 

私が申し上げた都市計画の方ですが、用途地域の必要がないなんていうことは全く言って

いません。用途地域そのものは都市の均衡ある発展を図る。それから秩序ある発展を図ると

いううえで必要なのです。用途地域だけから今までは都市計画税をいただいてきました。こ

れについては今の流れの中では、そこだけから税という部分については、あまり説得力がな

くなってきたような気がしますと。ですので、これについて見直しを含めて検討させてもら

いたいということを言っている。用途地域がいらないなんてことは全く言っていません。こ

れは必要です。 

そして今でも、例えばさっきおっしゃった児童公園とかそういうものは、用途地域内に―

―都市計画法による児童公園というのは用途地域内でないとなかなかできませんね。そうい

うやはり利点といいますかそういうこともあるわけですから、そういうことも全部含めて勘

案をして、おっしゃっていただいたようにでは今の税率を半分にするとか、いや全廃すると

か、いやもっと上げるとか。いろいろ選択肢はあるわけですのでその辺は考えながら、それ

こそ住民の皆さん方からご理解いただかなければなりませんので、説明はきちんとしながら

やっていこうということであります。 

説明責任ということについては、個々のそういう部分については一応――これは逃げでは

ありませんけれども――議会の皆さんには全部話しが入っているわけです。毎年毎年の予算

も含めて。ですので、今までこういう議論があまりありませんでしたから、では今年の都市

計画税はいくら集まって、都市計画事業がいくらでありました。こういうことをいちいちい

ちいち用途地域内の皆さん方にお知らせをしたということはありません。ありませんが、そ

の制度の変更も含めて、ある程度のことはやはりお知らせはそれはしなければならないと思

っています。変更するという場合はですね。ですからそれはきちんとした説明をしながらや

っていくと。 

それからアンケートについては・・・このアンケート調査。これはちょっと担当課と検討

します。するとかしないとかは別にして、ちょっと検討はいたします。以上であります。 

○副 議 長  質問順位１９番、議席番号２８番・若井達男君。 

○若井達男君  おはようございます。傍聴者の皆さん、本当に足元の悪い中、早朝からご

苦労さまでございます。 

南魚沼市の都市計画を問う 

通告しておきました一般質問をこれからさせていただきますが、前者からほぼ似たような

質問が出ておりまして、早い方がいいのか、後がよかったのかということを考えるところで

あります。と言いながら、やはり都市計画を考えたときに、都市計画は新しくて古いのか。

古くて新しいのか。新しくて古いのか、これを考えていると大体３０分くらいがすぐに経っ

てしまいます。自分なりに考えますと、この都市計画そのものは古くて新しいというふうに

私はとらえております。 

何で古いのだ。都市計画法の制定は大正８年だということになっています。大正８年に当
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時の内務省が都市計画法を制定したという中から始まっておりまして、新潟県におきまして

も新潟市は大正１２年に適用指定を内務省から受けております。長岡市は昭和３年にこの適

用指定を受け、そのときには長岡市は街路事業等が自らの市の計画の下に進んでおりまして、

このとき平成３年には、今ほど話に出ておりました用途地域の指定も受けたというふうにな

っています。 

そういうことで、それならば私ども南魚沼市はどうかということになりますと、南魚沼市

におきましては、これは昭和４３年の都市計画法の大幅改正、建築基準法の大幅改正に基づ

いた中に、４８年の旧３町におきます六日町については２月１日に都市計画決定をしており

ます。これは当時の大和・六日町についても同じ時期の決定だというふうに思っております。 

そのときの六日町の都市計画決定面積２８３ヘクタールというようなことで、その後見直

しをやってきておりましたが、見直しとして最後が平成４年のやはり建築基準法の改正と合

わせた中に、平成７年の改正。これが近年の真近な改正ではなかったかというふうに覚えて

おりますが、３４５ヘクタールに伸びているのではないかと思います。 

合併後の昨年、私は６月議会で１市に３つもある都市計画区域を１本化しろと。これは当

然一本化しなくてはならないということで、一般質問に取り上げました。そしてこれについ

ては、１８年度中に検討して、１９年度から新しい都市計画、南魚沼市１市１体の都市計画

として移すということは、市長の答弁を得た、また、そのとおりに進んでおるところであり

ますが、やはりこれらをふまえたときには、都市計画は古くて新のだというふうに考えてい

ます。 

そしてこの古くて新しい都市計画はどうして私ども住民にぴんとこないのだということに

なりますと、やはりこれは「都市」という言葉と「計画」という言葉が合わさって「都市計

画」。これは行政言葉なのです。先ほど申し上げましたように、大正８年に制定されて、それ

から当時は国が主導で、内務省主導でやってきた都市計画。それを時期がきたときに都道府

県に移行して、都道府県主体の都市計画でやってきたということで、今で言うならば政令都

市、そういった部分においてはかなりの身近さを感じるわけです。ですが、やはり私たちの

こういった地方の中の地方、そういった中に「都市計画が何だやれ、俺ら所なんて何でもし

なくてもいいや」と。「このとおり立派な自然がある」というようなことが考えられるわけで

すが、やはりこの行政言葉が先に走っているものですから、なかなかぴんとこないというふ

うに考えております。 

また、このひとつ古い中を探ってみますと、江戸城、江戸の町。これは別に徳川家康がつ

くったものではありません。これは室町幕府の中期の武将、太田道灌がやはり江戸の町をつ

くり、そこに江戸城を築城した。それを家康が、今の言葉で言うならばリニューアルして、

そこで執政を行ったということなのです。やはり古いのです。 

今１点、古さを考えてみますと、今私どもではやはり一番の熱の入るところ、入れなくて

はならないというところの直江兼続公の「天地人」です。この「天地人」の中で越後が国替

えをしたとき、会津若松に移りました。会津若松に移ったときにはもう、会津若松は都市計
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画、まちづくりがほぼ済んでおったのです。これは蒲生氏郷――近江の蒲生郷の出身で近江

商人の育ての親と言われております。この蒲生氏郷が会津に入り、入ったときには黒川とい

う地名だったわけです。黒川城というのがあるわけですので。その地名を自分の生まれたと

ころ、蒲生郷の若松の森というというものを倣って、黒川を若松にした。そしてその中に黒

川城はどうしてそのでは鶴ケ城になったのか、これは幼名が鶴千代という幼名を持っていた

ものですから鶴ケ城にしたのではないかと、これは私の考えなのです。 

そういうことで、会津のまちづくりはもう当時から出来上がっておった。そこにわずか３

年ほど兼続公がいたわけですが、関ケ原の合戦に皆さんご存知のように負けて、米沢に動か

されて、３０万石になった。そして今の米沢市においては、もとから兼続公がやったもので

すから、やはり米沢の皆さんは何を言っても、我々のまちづくりは兼続公なのだということ

だと思うのです。 

そしてこれも今ひとつ、もう少し考えてみると蒲生氏郷、それから先ほどお話ししました

太田道灌、これがやはり幼名も同じ鶴千代なのです。そして蒲生氏郷は滋賀県近江の里、蒲

生郡。太田道灌は相模の国に生まれておるのです。ところが生まれは当然そこまで違って１

００から１１０年の違いがあるわけですが、どういうわけか上杉に関係があるのです。太田

道灌はときの官僚、上杉家の執事をしておった。そこに生まれたのが太田道灌なのです。し

かしながらちょっとやり過ぎか何かで、これは主君に策略で殺されてしまった。蒲生氏郷も

やはりこれは４０歳で亡くなっております。 

そういうことで兼続と上杉を見たときには、これは今もってやはり兼続公がここに出るべ

きときであって、この時期にこそ井口一郎市長は五百年の大計でまちづくりをやっていただ

きたいということなのです。 

そういう中にこの都市計画は昭和４８年に決定されて進んできておったわけなのですけれ

ども、先ほども議論のあったところですが、では、都市計画事業が金額は別にしても、どう

いうところにどういった都市計画事業があったのだということについては、やはりこれから

お伺いするところでございます。 

そして都市計画事業、もっとおおまかに言うならば都市施設なのです。先ほどこれも議論

にありました。都市施設といえば下水道ばかりではないです。これを大雑把に分類すると、

まずは交通なのです。交通は何かと言ったら、これは都市計画道路、街路事業、これに匹敵

するのです。では公共空地、空いているところの利用は何だと言ったら、これはやはり公園

であり広場であるのだと。あと施設の利用こういったものについては、供給については上水

路。利用処理については下水路処理場、斎場、ごみの処理場、そういったところがあるわけ

です。あとその他やはり文教施設としての学校、公民館、図書館。また福祉保健のそういっ

た分野にもこれは都市施設として入ってきておるのです。 

そういったことで大雑把で結構でございますが、今まで南魚沼市にそれら、都市事業とし

てどういうものが施工されてきておったのだということが、やはり皆さんの理解を得なけれ

ばならないところではないかというふうに考えております。 
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そしてこのあと触れますが、用途地域です。用途地域になるとどうしても都市計画税が出

てきますが、都市計画税につきましてはこのあと一般会計で決算認定が待っているわけです。

１８年度現年分、滞納分合わせて約１億５,０００万円。１億４千９百何十万円だったかと思

いますが、それが徴収されています。確かにそのお金をどこに使ったか、都市計画事業にど

こに使ったといわれても、これは市民税、固定資産税と同じで、どこだということはなかな

か担当課長でも市長でも難しい面だと思います。 

しかしながらこの都市計画事業を行うために、都市計画税というものを０.２パーセント徴

収した中に都市計画課をもってそこの課長を初めトップの部長、以下職員が一生懸命に取り

組んでこそ事業採択が行われて、これが事業化プロジェクト化されておるわけですので。や

はりこれらは金の云々ということでなく、また都市計画法に定められた中で用途地域の指定

をしなくてはならない。これは法律で定められておるのです。そういうことなものですので、

用途地域についての金の使い方云々は、まあまあ何回やってもちょっと結論が出ないという

ところだと思います。 

私は用途地域の指定については平成１４年の９月議会、これは井口町長の前の小宮山町長

時代でございました。そのときに一度。そしてその次が１５年の３月議会、これは井口町長

の時代の一般質問で、用途地域の見直しということで質問させていただいております。前段

の小宮山町長時代についてはこの質問を行ったときの結論は、合併が控えているから、合併

を見据えてという答弁をいただいております。井口町長時代におきましては、素案をこれか

ら検討に入ると。今ほどのような答弁をいただいたわけですが、いずれにしてもこれももう

後数カ月で合併だというようなことで、合併を見た中で、では用途地域を見直そうと。素案

を考えようというときで、このときには具体的に私は自分なりの考えを申し上げました。 

今、六日町に指定されております昭和４８年の用途地域の指定。木の芽坂ホテル、あそこ

が近隣商業地域なのです。当時は温泉地として確かに可能性があったわけですが、残念なが

ら八海荘、若葉荘、そういった温泉施設はみんな撤退、もしくは廃業しております。そうい

ったところが本当に近隣商業地域なのでしょうか。 

それよりはるかに民間デベロッパーの開発により、住宅化がどんどん進んでどこへでも住

宅化になっているではないですかということで、見直しということでこれは提言しておりま

す。また、見直し新たな指定については、ではジャスコのところはどうだと、平成７年に始

まって。そしてでは今のコメリ、ひらせい、原信のところはどうだ。これは白地地域の用途

地域の指定のない。そういったところに本当に新たな設定を考えなくていいのかということ

で、これらも質問してきておりました。 

先ほどの前者の質問に対して市長がこれらについては答弁されておりますので、これ以上

は申し上げませんが、そういったことで南魚沼市の新しいまちづくりをひとつどのように考

えておるかどうか。また都市計画事業がどういったかたちで進んできて、今後どのようなか

たちで進めるかということと、あわせて用途地域についても先ほど２１年までという答弁を

聞いておりますので、この点については結構でございますが、市長のお考えをお伺いすると
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ころでございます。以上でございます。 

○市   長  若井議員の質問にお答えいたします。今の若井議員のご質問を伺っており

まして、血は水よりも濃しといいますか、お亡くなりになられました関佐一さんを思い出し

ました。歴史について非常に造詣の深い大変スケールの大きなご質問をいただきまして、あ

りがとうございました。 

南魚沼市の都市計画を問う 

都市計画の目的、必要性ということでありますけれども。都市計画そのものは当然であり

ますけれども、さまざまな観点から総合的に将来を見通してまちづくりを計画的に誘導する。

そして秩序ある市街地を形成するというこれが目的であります。それを実現する手法として

土地利用の規制、それから都市施設、そして市街地開発事業、この３つを大きな柱として規

定しているところであります。 

土地利用規制につきましては、もう釈迦に説法ですが一応申し上げますけれども。土地の

使い方や建物の建て方、ここに一定のルールを定める。いわゆる建ぺい率とか、容積率とか

というそういうことであります。 

あと都市施設につきましては、都市の骨格となる公共施設である都市計画道路、そして公

園、下水道、これらについて定めております。 

市街地再開発事業、これは土地区画整理事業等でありまして、新しい街並みをつくったり

古い街並みをつくり直す。こういうことになっておるところであります。これは私たちも大

きな都市ではありませんけれども、はやり無秩序な開発等を規制して、総合計画に謳う市民

が望むところの南魚沼市に導くために、やはり都市計画によるコントロールは絶対必要だと

いうふうに思っております。 

今年３月に合併後の都市計画区域の変更を含めて、総合計画の中の都市基盤に関する基本

的な指針として「南魚沼市都市計画マスタープラン」これは今策定したところであります。 

事業の経過と今後の方向でありますが、先ほどおっしゃっていただきましたように、南魚

沼市の中で六日町が都市計画区域というのは昭和２８年に決定しました。そして用途地域応

召は昭和４８年。私は当時職員でありまして、この用途地域の策定作業に携わった覚えがあ

ります。先ほど出ました木の芽坂付近。やはりあこは当時は第二の温泉街といいますかそう

いうかたちにしていこうということと、現状の施設がそうだということで、近隣だったです

か、商業地域だったか、そういう商業系の地域にしましたが、ちょっと意図が反しまして宅

地開発も進んでいるというような状況であります。 

大和では昭和４８年に大和都市計画区域、塩沢は４９年に塩沢都市計画。これは大体似た

ような年度であります。そしてそれが指定されて以来、各種の「都市施設」を計画決定して

整備を図ってきたところであります。 

都市計画道路では、国・県道を含みまして計４８路線５６.９キロメートル。これを実施し

ております。都市計画公園では先ほどちょっと触れました奥レクの八色の森公園、あるいは

大原運動公園を初めとして、計１４公園、２緑地。面積にして３５.８ヘクタール。下水道事
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業では公共下水道事業といたしまして、５９５ヘクタール。土地区画化整理事業では、４地

区６０.９ヘクタール。その他にもごみ焼却場、あるいはし尿処理場、これらの供給施設等を

計画決定して、それぞれ補助事業等を活用した中で取り組んできた。近いところでは、今の

思川にあります斎場もやはりこれは都市計画の中の一施設であります。 

直近のまた都市計画道路事業としましては、これは先ほど触れました県の街路事業として

の来清東西線。あるいは塩沢中通り線、これは整備を進めております。公園事業では浦佐と

いうか奥レク公園、あるいは大原運動公園、これらの増設改良に取り組んでいる。非常に大

きな事業をいっぱいやっているということであります。 

しかしながら昨今の国の動向、これを見ますと特に街路補助事業においてはやはり都市と

いう部分の中で空港関連のアクセス、あるいは「開かずの踏み切り」これは都市部に多く見

られます。この対策に重点的に配分されておりまして、一般的な街路事業――私どもの方で

ありますけれども――これは大幅な予算削減がなされている状況であります。 

市街地道路の改良を目的とする補助事業としては、実際には採択が今、非常に困難な状況

になっております。そこで県の坂戸泉田線、これは県道の大月六日町線。あるいは丸山通り

線。これは県道上村上野線ですか。これは都市計画決定道路であっても、道路局所管の補助

事業。都市局ではなくて、道路局所管の補助事業によって整備を図っていくというこういう

路線もございます。 

今後は必要な路線については、「まちづくり交付金事業」やその他の事業をやはり模索しな

がら整備手法を検討していく必要がある。もう都市局所管ということはほとんど薄れてきた

といいますか、なかなか採択が困難になってきたということであります。そういう事情をふ

まえまして、長期にわたって未着手になっております都市計画道路については、時代の変化

による道路の利用形態、これらを勘案して路線によっては計画決定の見直しを行い、整備促

進を図っていく必要もあるというふうに考えております。 

用途地域と都市計画税の目的であります。もう用途地域の目的というのは議員おっしゃっ

たとおりでありますので、それぞれ申し上げません。その都市計画税そのものは、これも先

ほど牧野議員にお話し申し上げましたように目的税でありまして、都市計画事業に要する費

用にあてるためということであります。 

都市計画税を課税するかいなか。あるいは税率をどの程度にするか。また課税する場合の

課税区域。これは都市計画事業の受益が及ぶ区域として都市計画区域の全部にするか、ある

いは用途地域にするか、一部の地域にするか。これは市町村の判断に委ねられている。 

合併以前から大和、六日町、塩沢、これは都市計画道路、都市公園、公共下水道、これら

の都市計画事業の大部分は用途地域内で計画決定されておりましたので、用途地域を課税区

域をしている。合併後もその考え方はずっと継承して、今そのとおりであります。 

税率は先ほど触れていただいたとおりであります。平成１７年度から０.２に統一させてい

ただきました。 

先ほど牧野議員にもお答え申し上げましたけれども、都市計画事業によって都市計画を実
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施された地域は利便性の向上、あるいは都市の利用価値の向上、これらの利益を受けられる

ということから用途地域内で都市計画税を課税する。こういうことには当然ですけれども合

理性もあるということであります。合理性がある。「も」ではなくて、「が」あるということ

であります。 

しかし、それこそ先ほど触れておりますように、現在は都市計画道路、街路事業の状況は

なかなか都市計画事業としての採択が難しくなって厳しい。道路局事業として実施するよう

になってきているのが今の流れであります。それから下水道事業につきましても、これも再

三申し上げておりますけれども、もう用途地域内はほぼ完了いたしました。そして用途地域

の優位性、これらも薄れてきたということでありまして、都市計画税の意義もやはりそうい

う意味からやや薄れつつある。見直しの検討をしなければならないということであります。 

しかし、他の事業によって整備を継続するためにも、当然財源は必要でありますので、都

市計画税を例えば廃止をしたにいたしましても、その財源は何らかのかたちで市民の皆さん

方からご負担をいただかなければならないということでございます。ですので、まだ都市計

画税そのものを全廃するとか、あるいは税率を半分にするとか、そういうことにはまだ至っ

ておりませんけれども、見直しの検討を始めたというところでございます。以上でございま

すので、よろしくお願いいたします。 

○若井達男君  再質問させていただきます。 

南魚沼市の都市計画を問う 

用途地域についてですが、今ほど市長答弁ありましたように、昭和４８年六日町には、８

用途地域をすべてを使って第一種住居専用から始まって、工業専用まで使われたということ

ですが。それでこの平成４年の改正では、受益地域がそれが７つに増えて１２になっておる

中を、南魚沼市とすると１０の用途地域をしている。２１年までに見直しをするというよう

な中には、果たしてこの１０の用途がすべてやはり必要なものであるかどうかと。第一種低

層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、それらはかなりくくって１２のやつを１０にし

ていると思うわけですが、やはりこれらも全般を南魚沼市全体を見た中には、この種類につ

いても検討していかなくてはならないわけだと思います。あわせて新たなる線引き。南魚沼

市は重要な課題になってくるのではないかと思っております。 

その点についての１点と、今度は税の問題になりますが、やはり都市計画税は自治体市町

村税の中の７税ですか、市税、固定資産税、入湯税、軽自動車税、たばこ税、また今でこそ

課税がされておりませんが、特別土地保有税。そういったものがきちんと地方税法の中で定

められておるものですので、市長は今ほど答弁ありましたように、一片の言葉じりの取り上

げで廃止だ、見直しだということは大変これは難しい問題でもあり、大きな影響が出てくる

問題であると私も考えております。 

そういう中、またまして、財政健全化計画の最中でございます。財政力指数０.５にも及ば

ない０.４５７ですか、１８年度。また、先日も話が出ておりました公債費比率、大体１９年

度が一番のピークになるのではないかという２４.１パーセントも上回る２４.６という、こ
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ういった数字が出ている中についてのこの税財源はやはり何をもって。私に言わせるならば

新税まで考えた中でやはり考えて立ち向かっていかなければ、財政健全化は大変難しいもの

ではないかというふうにも考えておりますので、この２点についてひとつ市長の答弁をお願

いします。 

○市   長  若井議員の再質問にお答えいたします。 

南魚沼市の都市計画を問う 

１点目の用途がすべて必要か。私も当時第一種住専とか、あるいは工業専用とか、これは

本当に理想に燃えて、今は全然家の建っていないところを、ここは必要で高級住宅街にしよ

うとか、そういう目的で八幡のあの下側の方を第一種住専にしたり、今の美佐島のというか、

庄の又のあの部分を工業専用地域というふうにしたわけであります。が、やはり時代の流れ

の中でなかなか私たちの地域に一種住専とか、あるいは工業専用とかという部分は、あまり

必要もないのかなというような気はしてきました。 

ですので、どこをどうということは申し上げませんけれども、すべての用途を揃えなけれ

ばならないなどということは全く考えておりませんので、実情にあった。そして先ほどは五

百年の大計と言われましたけれども、とても五百年の大計は私は見通せませんが、せめて１

０年くらい先を見通しながらこの用途地域のまた変更といいますか、新たに設定する部分も

含めてですね、それを考えていかなければならないと思っております。 

税の関係であります。まさにおっしゃるとおりでありまして、新税も含めてといいますか

そういうことも含めて。この財源をそのまま都市計画税を廃止して、そのままだということ

にはなり得ませんので、先ほど触れましたように、例えば固定資産税の税率の上乗せでカバ

ーするか、あるいは新税的なものがあるのか。それらも含めながら検討させていただきます

けれども、いずれにしても１億５,０００万円をきちんと担保できる何らかのその処置を考え

なければならないというふうに思っております。 

○副 議 長  ここで暫時休憩いたします。休憩後の再開は１１時といたします。 

（午前１０時４０分） 

○副 議 長  休憩前に引き続き会議を開きます。 

（午前１１時００分） 

○副 議 長  一般質問を続行します。質問順位２０番、議席番号７番・中沢一博君。 

○中沢一博君  通告に基づき一般質問させていただきます。 

１ 市営住宅における住環境について 

最初に市営住宅における住環境についてお聞きします。当市において市営住宅は東泉田の

教職員住宅が市営に移り７０棟を数えます。住居というのは生活において一番の根底であり、

大きな位置を占めます。今、住むところがなく、ネットカフェ難民が大きく紹介され、問題

を問いかけています。住むところがあるということはどんなに素晴らしいことか。ありがた

いことかうかがわれます。 

そこで当市は昭和４０年建設の築４２年を筆頭に住宅の老朽化が目立ち、建て替えや改修
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が必要な住宅が多くあります。去る７月、中越沖地震が起こり、当地域においても２度にわ

たる大地震を目のあたりにしました。私も当日、我が党の太田代表と一緒に柏崎に入り、直

後の悲惨さを目のあたりにし、言葉にはならないくらい胸が詰まる思いでありました。即現

地視察をし、また与党として会田会長とともに要望をお聞きするなど、市内を駈けずり回り

ました。そして次の日から一週間、毎日ボランティア活動を続けてきました。 

今議会も多くの議員が防災について問いかけております。執行部も思い当たることはいっ

ぱいあったかと思います。耐震診断を考えたとき、もちろん当市の財政状況を考えたとき、

したいのはやまやまだがと執行部も思っているかと思います。私もわかります。しかし、住

まいに関する施策は重要と考えます。合併建設計画においても整備事業計画は必要と考えま

すが、本日、財政関連の計画策定の基本方針が提示されました。優先順位もあると思います

が、どこにも住宅関連は出てきません。環境整備もあわせて長期展望、長期計画をお聞かせ

ください。また現地調査は定期的に行っているのか。 

また２番目に、入居時の説明は口頭でしているのか。 

そして３番目に、入居者との意見交換はどのようにしているのか。そして市との入居者の

連絡協議会のようなものをどのように行っているのか。住環境改善について行政のケアの見

解もあわせてお聞かせいただきたいと思います。 

２ 「教育サポーター」制度の導入について 

次に教育サポート制度の導入についてお聞きします。文部科学省は企業を退職した団塊世

代の人材を教育分野で活用するため、教育サポーターの資格を２００８年にも創成する方針

を固めました。一定の研修を経て学校での指導法等を学んだ人をサポーターに認定するもの

であります。教職経験こそないものの、能力等にお墨付きを与えることで、意欲があり、優

れた知識や技術をもつ人が教育現場で活躍するチャンスを広げるのがねらいであります。 

それと同時に成長過程にある子供たちにとっても、社会経験が豊かな人との関わりをもつ

ことは好影響をもたらし、地域での教育力が高まる効果が期待されております。 

そこで旧六日町時代にもサポーターの募集を図り多くの方たちを募り、活躍されたかと記

憶しておりますが、その後どうなったでしょうか。自然解消したのかと思いますが、お聞か

せいただきたいと思います。 

１９４７年から１９４９年生まれの、日本総人口の５パーセントを占める団塊世代の１期

生がいよいよ定年を迎え始めました。約６６９万人。社会や経済の将来に大きな影響を及ぼ

す、尊敬する方たちであります。働いている人の６割強が定年後も何らかのかたちで働き続

けたい、社会のために役立ちたいと言っているという内閣府の統計も出ております。 

これまで培った技術、蓄えてきた知識、支えとなった趣味を生かし、各人の持ち味を発揮

していただき、私は地域皆で意欲ある方からは活躍してもらい、様々な知識、技能、あるい

は豊かな経験を授業等に生かしていくサポーターをボランティアとして、また市民の方々を

募集登録することにより、教育や生涯学習に関するボランティアの指導、支援を必要とする

地域や学校、放課後学級等からの求めに応じていく。求めに応じて情報を提供して、各地域
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や自治体を後押しし、応援していく。そんな教育サポーター制度の創立に向けて検討委員会

を設置してはどうかと考えます。 

そんな制度を早期導入し、制度を生かせる環境づくりに積極的に取り組むべきと考えます

が、教育委員会のご見解をお聞きかせください。以上２点、壇上からの質問といたします。 

○市   長  中沢一博議員の質問にお答えいたします。 

１ 市営住宅における住環境について 

市営住宅における住環境の件でありますけれども、この整備につきましては以前にも１回

ご説明申し上げておりますけれども、現状規模、これは３５４戸であります。棟数はおっし

ゃったとおりであります。これを拡大することなく平成１９年３月に策定、公表されました

新潟県住生活基本計画――これは平成１８年から２７年の１０年間であります――これを指

針といたしまして、まず一番は耐震化の促進であります。 

現在昭和５６年以前に建築されたＲＣ造りの市営住宅は６棟。これは大崎団地、物見が丘、

これは旧大和であります。西泉田１号棟、２号棟、旧六日町。来清団地、泉盛寺団地、これ

は塩沢地区でありますが。これを順次耐震診断し、診断結果により改修計画を整備するとい

うことにしております。今年度は大和地区の物見が丘団地の耐震診断を実施しているところ

であります。 

２番目は、この私たちの市におきましても、年々増加しております障がい者世帯、あるい

は母子・父子家庭、小さな子供のいる世帯、高齢者、ＤＶドメスティック・バイオレンスの

被害者等、社会的弱者であります住宅困窮者の入居に対する適切な対応。それから入居後の

ケア体制、整備の推進を進めてまいります。 

申し上げましたこの施策にあたっては、他にも施策、特に福祉施策との連携は強化してい

かなければならないと思っております。 

それから高齢者等の安全や利便に配慮したユニバーサル・デザイン、あるいはバリアフリ

ー化改修、これも推進をしていきます。 

それから政策空家として実施しております老朽化住宅。これは現在塩沢地区の北原住宅等

でありますが、この建替えにあたっては民間借り上げ型、これらを活用した新たな供給体系

の検討に入りたいと思っております。 

もうひとつは市営住宅の適切かつ効率的な管理を推進していくための指定管理者制度の導

入。これも検討していかなければならない。 

これらを主要施策といたしまして、住環境整備は進めていきたい。財政シミュレーション

の中に、その住宅関連というふうに謳ってはおりませんが、総枠の中での予算はある程度み

ているというところであります。 

お尋ねのこの入居時、これにつきましては公募時に説明会をいたしまして、そしてこれは

プリント配付、これをきちんとしてやっておるというところであります。それから協議会は

設置はしておりませんので、個人の状況に対応して福祉課やそれぞれの担当部署でケア的な

部分も担当しているということ。 
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定期的な部分につきましては、遊具、設備、外構これらについては定期的に調査をきちん

とやっております。それから電話連絡、これらについての確認等もたまにはあるということ

であります。 

そんな状況で今、それぞれの住宅の何ていいますか、環境的な部分についても把握をしな

がらやっているというところであります。 

２ 「教育サポーター」制度の導入について 

教育サポーター制度の導入につきましては、教育長に答弁させますので、よろしくお願い

いたします。 

○教 育 長  それではお答えを申し上げます。 

２ 「教育サポーター」制度の導入について 

議員からのご指摘のとおりでありますが、団塊の世代がこれから続々と退職をするという

時点にあります。文科省はそういったことを時期をとらえて、これまでの高度な経験、豊富

な知識というふうなものを学校教育、あるいは社会教育の場面で活用しようというふうに考

えられたものというふうに私も理解しております。 

まずお尋ねの旧六日町の時代からやっていた教育ボランティアの部分、今どうなっている

かというところがありましたので、この部分から最初に申し上げたいと思います。事業の名

前は多少変わったかもしれませんが、今私どものところでは教育ボランティアというふうな

ことで、各学校で「地域を学ぶ、地域に学ぶ、地域の人に学ぶ」というふうなことで取り組

みをやっております。若干の謝金等をお支払いしたボランティアの方々が１２校で６１名、

延べ８３２日という実績であります。 

なおこの他に、合併前から本当に無償で学校で子供たちに授業の補助ですとか、部活の支

援ですとかやっていただいておるボランティアの方々がほぼ同数くらいおられますので、私

どもの地域ではかなり地域の人々のお世話になりながら教育をやっているということが言え

ると思います。 

繰り返しになりますけれども、高度で専門的な知識や技能を持った方々から学校で子供た

ちにいろいろ指導をいただくということにつきましては、今ほど申し上げましたようにこれ

までも活用といいますか、お願いをしたところでありますが、今後この教育ボランティアの

場面というのは一層重要性を増してくるだろうと、このように思っております。 

ただ、今現在、私どもが抱えている問題と課題といたしましては、学校が必要といいます

か、求めたい方と学校で役に立ってあげようという方々のマッチングがうまくいっていると

は言えません。これが今の課題だと思っています。 

ですから今ほどご提案のありましたような検討委員会というふうなものを、今すぐとはち

ょっと申し上げにくいところがありますが、学校が必要とする人材、そして学校を助けてや

ってもいいという方々の、双方のマッチングをどうやって進めるかというのが課題でありま

すから、それを検討する委員会というものが必要だろうと、このように考えております。 

ただ、教育サポーターの制度についてでありますが、研修や登録をどこがやるのか。例え
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ば国がやってくれるのか、都道府県がやるのか、市町村に任されるのか。その辺がまだ不明

でありますので、重要性については十分理解しておるところでありますが、取り組み、この

制度への対応につきましては、もうしばらく研究をさせていただきたい。このように考えて

おります。 

○中沢一博君  １ 市営住宅における住環境について 

先般、社会厚生委員会で千葉へ視察に行ってまいりました。帰りに東京の荒川沿いを通っ

てまいりました。そのとき私の脳裏に焼きついて忘れらないのは、あの荒川沿い、ずっと何

キロもホームレスの小屋でありました。胸が痛くなるほど、言葉にはならないほどの現実を

目の当たりにしまして、悲しさと空しさというか、一人の議員として決意も新たに、また使

命も新たに感じた次第であります。 

私が常日頃思っていることは、行政の方向付けで、一人の議員として鷹の目になってはい

けないと自分に言い聞かせております。それは上から物を見るのではなくして、犬の鼻のよ

うに地べたをくんくんと嗅ぎまわる。格好いい部分ではありません。けれども、くんくん嗅

ぎまわって市民の声を、また思いを間違った方法にいかぬよう、大衆の中で大衆の心をわか

っていきたい。そんな人間になりたいと思っております。できることから実行したい。また

は実現したいと私は常日頃思っております。 

市営住宅に住まわれている方はどちらかというと生活、社会環境が恵まれているばかりと

は言えません。必死になって子育てに挑戦している方、また生活環境の変化により、ご自身

が先頭になって働かなければならない方、多くおられます。例えば入居の修繕の負担につい

ても、市からチラシと説明書を私もいただきました。この中にも畳の表替え、ふすまの張り

替え等、これは各人でやるというふうに、まあもちろんのことでありますけれども、提示さ

れてあります。 

住居者にとってみれば当たり前のことでありますから知っているのですけれども、現実は

なかなかできないというのがあれです。ですからこれはもう私はやはり居住者の責任のもと

でというふうに、原則的には思っております。しかし、私は先日、市営住宅の状況を見る機

会がありまして、見させていただきました。率直な感じ、本当に申し訳ないなというのが率

直な気持ちでありました。財政云々ではなくして、やはりもっと私たち議員は弱者と言った

ら悪いのですけれども、そういう声に耳を傾けなければいけない。私はそう思います。わか

っているけれども、何もできないのでは行政の役割りはありません。私は職員の方も重々承

知していると思います。 

思いますから、先ほど市長も言ったように福祉策の面、バリアフリーの面、若い世代の面、

予算化しております。そう言っていただきました。ありがたいことであります。本当にそう

いう部分を感じますけれども、やはりもう一度、私は予算の面はわかりませんけれども、も

う一度見直す必要があるのではないかというふうに感じる一人であります。 

そこで市営住宅の点でどうしても言わなければいけない。先ほど市長もおっしゃっており

ました。若い世代の子育てファミリーに向け、住宅の支援体制の拡充であります。これはど
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うしてもやはり市長がいつも子育て支援に対して財政の厳しい中を方向性をもって予算化し

てきていただいております。今回も妊産婦の無料検診に関しましても、２回から５回、補正

を組んで拡充していただきました。本当にありがたいことだと思っております。だからこそ

もう一度この面に、若い人たちに希望を与えてもらいたい。私はそう思います。 

例えば今、東泉田の教職員住宅はなぜかご承知のとおり、なぜかというか、おわかりのと

おり入りたがりません。このままではやはり厳しいと思います。立地条件がよいのでやはり

多少の改修をするかどうかもあわせて考える余地は私は十分あると考えますが、市長のご見

解をお聞かせいただきたいと思います。 

また、昨日私は議会が終わってから、塩沢方面の住宅状況がよくわからないので、掌握し

ようと思って伺いさせていただきました。玄関で挨拶させていただきましたが、玄関のふす

まはあちこちがすごく剥れておりました。壁もすごかったであります。この部分は居住者の

見解と言われますのでよろしいのですけれども、柱も腐っておりました。しかし、その若い

方が私のどうでしょうか、どうですかという問いかけに対しまして、柱も床も腐っています

が、「何もありません」とおっしゃっておりました。そして「お金が安いから助かっておりま

す」と言っておりました。私は本当に頭が下がる思いで帰ってまいりました。 

市民の中には自分の主張ばかりして、なかなか何を言っているのだと、言葉は悪いですけ

どもそういう方もいられるのも事実であります。しかし、多くの市民はそんなことは思って

いないと思います。言ってきたときは余程のことだと私は市民の声を感じなければならない

と思います。 

担当職員が一方的な杓子定規なことではなくして、できるできないは別として、やはり相

談にあたってあげる。そういう部分をお願いしたいと思います。先ほど、説明しているとお

っしゃっていました。現実聞いてみると多分大半が配付だけで終わっている。口頭で説明を

受けたという人はあまり聞いておりません。やはりそういう最初の部分から大事な部分であ

りますので、私はもっとこの部分は大事にしていかなければいけない。やはり市と実際使っ

ている方の意見の齟齬があってはいけないというふうに私は思います。 

老朽化が進む中にやはり住宅環境のケアは私は十分必要になってくると思いますので、も

う１回市長のご見解をお聞かせいただきたいと思います。 

２ 「教育サポーター」制度の導入について 

次に教育サポーター制度の導入についてでありますけれども、旧六日町当時、私も学校か

ら要請を受けて、私なんかどうかなと思いましたけれども悩んだ結果、こんな自分でもお役

に立てばと思って登録させていただきました。そして六日町中学校で２つのカリキュラムの

授業をさせていただきました。緊張と不安の中で必死になってやらせていただきました。本

当に思い出になっております。 

ある議員は教育ボランティアに頼るなとおっしゃっている方もいますが、私はそうではな

くして、地域が一丸となって未来を担う子供たちを守り、大勢の人たちで導いていく、また

応援いく、そういう体制は私は必要だと思っております。先ほど認定云々ありました。やは
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りこれは教育委員会の中でやはり知っていくべきだと私も感じます。今後はわかりませんけ

れども、上からの部分を待っているのではなくして、やはり自分のところから発信していか

なければいけない。そのような熱き子供に対する思いをもっていただきたいと私は思ってい

ます。 

以前、学校での部活動での部外指導者の件で尋ねたときがあります。先ほど、教育長から

もご説明がありました。教育ボランティア、１２校６１名。そして同じ部活動の方も同じ数

である。本当にありがたいことだと思っております。しかし、今現在その部活動の件は中途

半端になっておりませんでしょうか。言葉は悪いですけれども、もう１回問いかけたいと思

っております。先生が不得意な分野で遠慮はしておりませんでしょうか。技術は別としても、

仕事の多忙さのあまり生徒や部長に任せきりになってはおりませんでしょうか。もう一度お

聞かせいただきたいと思います。地域の生涯学習の面でも様々な分野で教育サポーター制度

をいち早く私は立ち上げるべきと思いますので、決意も兼ね、もう一度お聞かせいただきた

いと思います。 

○市   長  中沢議員の再質問にお答えいたします。 

１ 市営住宅における住環境について 

住宅関連でありますけれども、具体的に東泉田の住宅の建替えという部分に触れられてお

りますが、今現在すぐこれを建て替えるということではありませんけれども、状況を見なが

ら、やっていかなければならないという状況になれば、やらなければならないということで

あります。 

それからもうひとつ。塩沢地域を訪れていただいた際に、柱や床が腐っているという状況

があるということですが、そういう状況が本当に確認をされれば、これはもうそういう危険

なところに住んでいただくということにはなりませんので、すぐにでも改修しなければなら

ないという思いですが、これは後ほど職員の方に具体的な部分をどうかひとつ教えていただ

きたいと思っております。 

相談にのったり、そういうことも極力やっているつもりでありますけれども、その入居時

にも一応口頭とプリント配付ということにしておりますが、ある意味ではこう機械的になっ

ている部分があるのかもわかりませんので、そこはもう一度体制をきちんと見直して、皆さ

ん方から不安や不審を抱かれないようなかたちにもっていかなければならないと思っており

ます。 

社会的弱者といわれる方が多く入居しておりますので、その皆さんの声もきちんと聞きな

がら、まさしくその俯瞰というのも大局を見るときは大事ですけれども、犬の鼻ともおっし

ゃいましたけれども、そういう部分も含めながら職員の方にもきちんとした指示をしておき

ますので、また何かありましたら、ひとつご指摘をいただきたいと思っております。 

○教 育 長  ２ 「教育サポーター」制度の導入について 

ご指摘にありましたように、部活の指導、これにつきましてはボランティアの皆さんに大

きく頼っているというそういう実態がございます。例えば全国大会に出ていけるような、出
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ていくような学校であっても、教職員の中にきちんとした指導ができる教職員が揃っている

という学校も、揃っている学校といいますかいない学校さえもあります。そういうところで

今申し上げたように全国大会に出ていけるような成績を残せるというのは、これはまさにボ

ランティアによる部活の指導があるからであります。 

ただ、残念なことに、ボランティアで指導をやっていただくという方々につきましても、

日中は仕事を持っておったりしておられますので、なかなか子供たちの活動の時間と、指導

いただける方々のさいていただける時間帯がなかなか一致しないという、そういう悩みもご

ざいます。 

しかし今回ご提案の教育サポーターというものにつきましては、第一線を引いた方という

ことを中心に考えておるわけでありますから、そういった方々の中からこういう指導がやっ

ていただけるという方々を掘り起こすということは非常に大事だなと、このように思ってお

ります。 

また、社会教育の場面でありますが、健全育成審議会議というふうな分野ではずっと活躍

をいただいておりますし、今後活躍していただける、そういう可能性ということを考えます

と、公民館の各種講座ですとか、あるいは放課後子供プラン、あるいは学童保育というふう

なところもあろうかと思います。特に放課後子供プランにつきましては、プログラムを充実

させようとすれば、どうしてもこういう指導をいただく方々を大勢必要としてくると、こう

いうことになりますのでこういう分野では大いに期待をしたいと、このように考えておりま

す。 

先ほど申し上げましたように、そういった方々を掘り起こすと、あるいは学校やどういう

場面でどういう方々を必要としているかというふうなことを早急に掘り起こしていきたいと、

確認していきたいと、このように思っておりますので、もうしばらく時間をいただきながら

検討を進めてまいりたいと、このように思っております。 

○中沢一博君  ２ 「教育サポーター」制度の導入について 

ありがとうございます。私は教育の方というのは、いつも先生と言われているように人格

者の方が多いわけでありますので、なかなか物事の発言にしても、やはり考え、一言の重み

があるわけでございますので、ときには積極的に言えない部分も多いかと思いますけれども。 

私は最後に１点だけ言いたいのは、学校とずっとしてきて、最近は少なくなってきました

けれどもよく言われることがあります。それは教職員の方が私は３年目ですとよく言います。

まだ言われている方がいます。積極的発言で総仕上げの３年目という意味であればよろしい

のですけれども、私はもう１年は、言葉は悪いですけれども、当たり障りをなくして次の場

所というような、もし考えがある方がいたならば、私は教育委員会としてやはりもう一度、

今いる子供たちを面と向かって一対一できる一番できるのはあなたですよ、先生ですよとい

うことを、もっと自信をもって言ってあげなければいけないと思います。 

今、現場でもなかなか学校にすぐ行かないで、教育委員会に行っている方もいます。マス

コミ等を聞くと、当市はまだわかりせんけれども、苦情、考えられないような裁判沙汰にな
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るような、悩んで、そういう部分も聞いております。自治体が守っていかなければならない

ような部分もいっぱいあるわけでありますので、私は遠慮せずに、やはり主体性をもってい

ただきたいというふうに思っております。 

マッチングがうまくいかない。私もよく承知しています。だからこそ検討委員会等を設け

ながら、どこで継承していくのか。「お宅さん」となかなか皆言いづらいのであります。だけ

どどこでそれをきちんと言って前向きに検討できるか、そういう部分をあわせて提言し、質

問を終わります。 

○教 育 長  ２ 「教育サポーター」制度の導入について 

もう１年なんとか問題を起こさずに過ごして異動しようというふうな考えの教員がもしお

れば、これは大変申し訳ない話であります。厳しく指導してまいりたいと思いますし、議員

ご指摘のように、今現在目の前にいる子供の声を聞かないで、教育なんてできないわけであ

りますから、そのように指導してまいります。あるいはそういう教員が出ないように指導し

てまいりたいと思います。 

なお、先ほどもちょっと申し上げましたが、転入してこられた方々に私がいつも言ってい

るのは、さっき申し上げたとおりです。地域に学べ、地域の人に学べ、というふうなことで

あります。このことによって教員も地域の中に溶け込めて、地域の人を自分の味方にするこ

とができて、自分も何ていいますか、いらないところで難儀をしないで教育に専念できると、

はずだというふうに思っているからでありますが、今後そういった観点で一層努力してまい

りたいと思います。 

○副 議 長  質問順位２１番、議席番号１番・佐藤剛君。 

○佐藤 剛君  発言を許されましたので、通告にしたがいまして２点質問をさせていただ

きます。 

１ 地域の医療をどう継続し基幹病院開設後につなげるか 

まず１点目でありますけれども、地域の医療をどう継続して基幹病院開設後につなげるか

ということであります。基幹病院につきましては、今年度中に概要が明らかになりまして、

いよいよ来年度から具体的に動き出すのかな、という方向が見えてきたかに私は感じており

ます。その基幹病院の姿によりまして、今後の病病連携が効率的に計画されて、地域完結型

医療そういうものが出来上がっていくのかなというふうに思いますし、大変期待をしている

ところであります。 

しかし、基幹病院への期待と、一方では「俺らの医者、俺らの病院はどうなるのだ」とい

うような不安も市民の中にはあるわけであります。医療は継続して住民に提供されなければ

ならない、という使命がありますし、現在のまた更に日々充実した医療が基幹病院が開設ま

で確実に継続されて、基幹病院の開設と合わせて新たな医療連携のかたちにスムーズに移っ

ていく、ということでなければこの地域の医療の安全・安心は保てないというふうに思いま

す。 

このことは基幹病院の規模とか内容とか、そういうものに関係なく必要なことでありまし
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て、地域の医療として求められることだと私は思います。そこでその間の地域の医療のあり

方、そして進め方について市長の所見をお伺いしたいというふうに思います。 

まず第１点目でありますけれども、まず今後のあり方について伺う前に、現状、どういう

ふうになっているのかということを、現状の認識も重要でありますので、聞いてみたいと思

います。今年度、市立病院、大和病院では宮永新院長を迎えまして、そしてまた内部的に厨

房の一部外部委託とか、そしてまた病院ボランティアの導入とか、いろいろ経営的に努力が

見られております。そして９月には更に長嶋副院長を迎え、今後の体制も強化が図られてい

るところであります。そういう中で１９年度、まだ半分――半分でない半分近くですけれど

も――半分経ったばかりで何とも言えないというようなこともあるかも知れませんけれども、

半分終わったこの時点で、病院の運営状況はどうなっているのかというところをまずお聞き

をしたいというふうに思います。 

２番目であります。５年後、基幹病院ができると想定される、私が勝手にしたわけなので

すけれども、５年後の地域の医療の推進体制はどうかということであります。基幹病院の概

要がまだ明らかでない中でありますけれども、現在まではっきりしていることは、ひとつに

は県立の小出病院、そして県立六日町、この両病院については、県は地元に任せる、という

方針。それとあと１点は基幹病院では一次医療は診ない、ということもおおむねはっきりし

ているわけであります。 

そこでまず現県立六日町病院の基幹病院開設後の運営主体についてでありますが、市長は

前々からやり手がなければ市でちゃんと医療、責任を持ちますよ、というようなことを言っ

ているわけですけれども、その辺、今まで検討がなされているのかどうかということをお伺

いをいたします。 

次に総合計画によるところの保健、医療、福祉の連携による市民の生活に根ざした「地域

医療の推進」――というふうにこれは総合計画にある文章でありますけれども――とありま

すが、それをどう効果的に進めるかということであります。それによりまして、現六日町病

院、大和病院、城内病院の役割も違ってくると思いますし、総合計画が示すところの「地域

完結型保健医療体制の構築」の方向、または可能性もまた私は違ってくると思いますので、

このこともお伺いをしたいというふうに思います。 

３点目でございます。これから５年間、基幹病院が開設するまでの５年間の地域の医療を

どう進めるかということでありますが、基幹病院開設するまでのこの５年間の地域の医療の

取り組みというのを私は極めて重要だというふうに思います。このことは安心できる医療の

継続――先ほど言いましたけれども――という意味とあわせて、この５年間の中で基幹病院

との医療連携の基礎を整えて、どういうかたちで基幹病院につなげていくか、という意味で

非常に私は重要だというふうに思います。 

今まで基幹病院を中心に医療が語られてきました。地域の医療をどうするという議論がで

きなかった。できなかったと言うか、もしくは基幹病院の進捗にあわせてその議論が先送り

にされたという感があるように私は思います。したがって、当初、この部分を重点に市長に
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考え方を伺いたいというふうなことで準備をしました。通告もしましたが、今議会、初日の

病院会計の決算の総括質疑の中で、ある程度この部分については考え方が示されたように思

いますし、一般質問の初日に２２番議員の方からの質問の答弁からしても、考え方の一端は

知ることができるわけであります。けれども、改めて積極的な姿勢と具体的な推進手段等に

ついてお聞きをしたいというふうに思います。 

４点目でございます。基幹病院開設後、基幹病院を中心に南魚沼市の６万３,０００の安心、

安全の医療を進めるわけでありますけれども、そういう将来を見据えた計画、ビジョンがま

た私は必要だというふうに思います。そういう意味で予定されております「南魚沼市健康の

杜構想（仮称）」これは今現在仮称でございますけれども、の策定は今どうなっているのか。

また、その基本理念と策定の手法といいますか、どういうかたちで策定を進めていくのかと

いうところをお聞きをしたいというふうに思います。 

２ 障がい者の自立と支援をどう進める 

２点目、障がい者の自立と支援をどう進めるかということでありますが、この問題は一般

質問の初日に１８番議員から同趣旨の質問もありましたので、重複は避けたいと思いますが、

通告の範囲内で質問をしたいというふうに思います。 

障害者自立支援法。これは障がい者の自立に逆行するという批判もある中で施行されまし

て、１年以上が過ぎました。施行後、残念ながらやはりその予測のとおり、障がい者への負

担は大変大きくて、かえって障がい者の社会参加が停滞するというかたちになっている現実

は残念ながら事実であります。この点は先日の市長の答弁からも、市長も認めているところ

だというふう思います。 

そこで、さすがに国もこの実態から通所、在宅等の利用者負担について、２年の軽減措置

を行うことにしました。また市もこの法律を受けまして、「障がい者計画」「障がい福祉計画」

を３月に制定をいたしまして、障がい者の生活の支援と就労の支援が始まったわけでありま

す。 

その障がい者計画は基本理念を、「障がい者の自立と皆でつくる共存社会」としていまして、

その実現に向けて生活支援とか雇用と就業等、６つの施策をかかげ、またさらに障がい福祉

計画で５年後の２０１１年までの数値目標を設定しながらそれに向けて取り組みを進めるこ

とになった、というのが現状かというふうに思います。 

したがって、市が策定しましたこの両計画は、障がい者が地域の中で自立する方向に進み

うるものでなければならないと思いますし、そしてまた自立を支援するものでなければなら

ないというふうに思います。この両方の計画が障がい者にとって利用できないと。制度があ

ってもサービスなしということでは私は困るのだなというふうに思います。そういう観点で

以下の質問をさせていただきますが、この問題は非常に詳細な部分がありまして、そしてま

た私は市長の基本的な考えを問うているものでありますので、答弁の方も制度説明とか細か

い部分は不要でありますので、よろしくお願いをしたいというふうに思います。 

先ほども触れました、国は障害者自立支援法によりまして障がい者の利用者負担が大変大
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きくなったということで、制度はあるけれども、なかなか利用を控えざるを得ないというよ

うな実態から、経過措置としまして「障害者自立支援法円滑施行特別対策」というのを行い

まして、そして負担の上限額の軽減を図っております。これは経過措置でありますので、２

０年度までということなのですけれども、これを経過措置の終わった後、この軽減措置はど

うなるのかというようなことを１点お伺いしたいと思います。 

そしてまたこの軽減がなくなった場合に、市内の障がい者の自立に向けてのサービス利用、

これはどうなるのか。そしてまた施設の運営の動向はどうなるのかという、この辺の予測を

どうみているのかというところをお伺いしたいというふうに思います。 

この両計画でありますけれども、この両計画で生活の支援や就労の支援を始めましたけれ

ども、この計画書を見てみますと、見込みの量、２３年までにこのくらいやると、見込み量

は示されております。したがって、支援の意欲というのはその計画の中から感じられるわけ

ですけれども、具体的なものがないわけでありましてこの数値目標というのが達成できるの

か、というようなことを聞きたいと思います。 

そしてまたアンケート等も行ったわけなのですけれども、アンケートの結果から見ますと、

その数値目標が妥当かというのも私はちょっと考えるところがありますので、その辺も聞い

てみたいと思います。少し解説を加えますと、障害者自立支援法、施行後順次に新法に今、

移行をしておりますが、今後予定をされます、例えば巻機の里などの支援で生活をしながら

自立支援を受けるという施設、移行にともなって日中支援と居宅の支援というようなことに、

昼と夜の支援２つに大きく変わらざるを得なくなるわけなのでありますけれども。また、こ

の２つの支援の対象の障がいの程度部分が違うということもありまして、現在入所している

障がい者のうち施設から出なければならない方が多くあるはずであります。 

先般この点について市長は大体１８人くらい、５０人中１８人くらいいるだろう、という

ようなことで答弁がありました。そういう部分の受け皿は大丈夫なのかというようなことで

あります。言い換えれば、２３年までには当然移行するものとして計画を立てていますけれ

ども、目標数値を達成する根拠はあるのか、ということであります。 

就労支援につきましても、アンケート結果では、障がい者の方は働きたいという方が７５

６名中の５８パーセント。働きたいというふうに希望されております。働きたいというふう

に望んでもなかなか難しいところがあると思いますけれども、計画に示された目標数値から

は現在の施設に入っている方が新法で移行する、それに移し変えただけのようにもとられま

すので、適正な支援を計画しているのかというようなところもちょっと私は疑問に思います

ので、その点も聞いてみたいというふうに思います。 

答弁によりましては、再質問をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 

○市   長  佐藤議員の質問にお答えいたします。 

１ 地域の医療をどう継続し基幹病院開設後につなげるか 

医療関係の問題でありますが、１９年度前半が終了した時点での市立病院の運営状況につ

いてであります。数字的には７月までの４カ月分しか出ておりませんので、ご了解いただき



 - 30 -

たいと思いますが、患者数では大和病院が入院１万９,１０８人、外来５万１,２４０人。昨

年度に比べまして、入院で３８２人、外来で１８２人のそれぞれ減であります。 

城内病院では入院が３,００８人、外来８,２８４人。これで昨年に比べ、入院で８４人、

外来で２９８人のそれぞれ減であります。収益的収支の方でありますけれども、大和病院の

事業収益は１０億４,３２０万円。昨年に比べまして４,６８１万円の増。事業費用は９億９,

９１７万円で、昨年に比べまして４,４８７万円の減少であります。城内病院では事業収益１

億５,２９５万円。これで前年比３３７万円の増。事業費用は１億４,４８０万円で前年度比

６５８万円増加をしております。 

大和病院、あるいは城内病院も患者数は減っております。減っておりますが、この収益的

収支では今のところこの部分ででは黒字ということで、特に大和病院では収益的収支で４,

６８１万円の収益増と４,４８７万円の費用減でありまして、前年度比９,１６８万円の改善

がなされているということであります。 

この原因につきまして、収益に関しましては入院、外来とも単価が上がっていること。そ

れから費用に関しましては、これは大和の方ですが、給食業務の一部委託、職員の削減によ

る給与費の減少。これらに起因しているというところであります。この数字は１年の３分の

１、いわゆる４カ月の状況であります。これからどう展開するかはわかりませんが、もし医

者が１名欠けたということになりますと、これはもう月に２,０００万円から３,０００万円

の減収になります。ですので、体制強化をきちんと図りながら経費の、経営の改善に努めて

いかなければならない。特に医師確保、このことに最重点をおかなければならないという状

況であります。 

基幹病院の５年後といいますか、開設後の地域の医療体制、医療の推進体制ということで

あります。今年の３月に魚沼基幹病院等医療提供体制に係る意見交換会でまとめました「魚

沼基幹病院等医療提供体制の再構築の考え方」の基本的な中にありますように、新潟県と魚

沼市、南魚沼市の適切な役割り分担、そして連携のもとに初期から高度まで、地域に必要な

安心・安全の医療を提供するという、これが前提であります。基幹病院整備にともないまし

て、六日町病院とゆきぐに大和病院、これを再構築していかなければならない。そして既存

の施設とともに市民に身近な医療を保健、介護、福祉と一体的に確保して予防からリハビリ

まで地域で総合的な健康づくりが可能となるグランドデザインを作り上げていかなければな

らないということであります。 

ご承知のように、大和病院は外来主体、入院が全くないとは言いませんけれども、いわゆ

る外来主体になります。そしてこの後触れますけれども、六日町病院については現状の――

まだ診療科目等はごく決定はしておりませんけれども、現状の――中からベッド数を若干減

少して、二次入院機能をきちんと確保しながらやっていかなければならない。当然外来もや

ります。城内病院も先般小山先生の方からもお話しが出ましたように、現在の機能を保ちな

が老健施設を建築していくのか、あるいは診療所化するのか。この方向をせまられておるわ

けでありますが、診療所化をした場合はいわゆる一次診療でありますので、そこから六日町
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病院の方に入院患者を送るか、あるいは基幹病院に送るかという機能になってくるわけであ

ります。その辺がまだごく固まってはおりません。 

そして六日町病院の運営母体であります。これは議員おっしゃっていただきましたように、

まだ新潟県との具体的な調整はしておりませんけれども、この地域に病院の医療、今の規模

は若干別にいたしましても、医療体制は必ず必要だということはもうお互い承知していると

ころでありますので、最終的には市が責任をもって運営をしていく。最終的にはいろいろ条

件等の中で他に運営できるところがあれば、それはそれで私どもがそこに無理矢理入るとい

うことではありませんけれども、最終的な責任は市がもっていかなければならないというふ

うに考えております。現在、新潟県の方では、基幹病院の具体的機能、これについて新潟大

学と検討会を含めて、医学的な方向から検討をしているということであります。 

保健、医療、福祉の連携によります地域医療の推進につきましては、これは郡、市、医師

会のご協力これも得ながら――当然ですけれども得ながら推進していかなければなりません

し、この地域の医療供給体制の中心となるべき基幹病院の具体的機能、これが今年度中にあ

る程度明らかになる。まだ示されておりませんので、さらにこのことを早急にまた具現化す

るように県とも折衝いたしまして、具体的な検討をきちんとまた私たちもしていきたいとい

うことであります。 

５年間、いわゆる開設までの間の地域医療であります。これは先ほども触れましたように、

地域医療、地域医療ばかりではなくて、医療を進めるうえで一番大切なことはとにかく医師

がいなければならない。医師をいかに確保するかということであります。社会厚生委員会の

管外調査報告にもございましたが、箱ものはいつでもできると。病床数をいくつの病院を開

設したいということではなくて、何人の医師を確保できるか、そこからで病院の規模は医師

と看護婦の数で決まる、というふうに亀田先生がおっしゃっているようであります。そのお

話しのとおりだと思います。 

そこで先般、病院運営委員会の中でも申し上げましたが、今後は大和病院、城内病院、そ

れに六日町病院までを含めた医師確保対策に重点をおいて対応していく。その前提になるの

が、今現在おられる先生方への対応でありまして、それぞれの病院で頑張っておられる先生

方が今後もできる限りずっと当市の病院でお勤めいただけるような環境づくりを図っていか

なければならないと思っております。 

医師の確保、あるいは定着、これについてはそれぞれいろいろな要素があるわけでありま

すけれども、具体的には議員おっしゃっていただきましたように、「地域医療の推進にあたっ

てのグランドデザイン」この地域はこうある、こういくという、ここをいかに明確に示すこ

とができるかということだと思っております。 

そこで、その具体的な方法といたしまして、先般病院運営委員会の中でも申し上げました。

六日町病院と基幹病院にも派遣できる医師、看護士を今後３年間をめどに市の病院、大和に

限りません。市の病院に大幅に採用していきたい。可能であれば、可能というかその医師が

いれば。まあ探さなければならないわけです。 
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そして５年後をめどに六日町病院が他の経営母体にスムーズに移行できるように対応に努

めていかなければならない。もうそろそろ、そう遅くない時期に六日町病院をではどこが運

営していくのか。これを来年度中にはきちんと示していかなければならないと思っておりま

す。 

市の南部地区――いわゆる南部地区というのは旧六日町市街地から塩沢地域でありますけ

れども――この検診保健業務の充実は図るために、六日町病院付近に検診センターを新設を

したい。これを目標として、先般病院運営委員会に提示をさせていただいて、運営委員会と

してのご了解はいただいたところであります。 

こういう具体的な姿、案を示しながら、当然ですが県とは対等な立場で協議を重ねて、基

幹病院構想の中でやはりそれぞれ調整が必要になってくるので、その調整を図りながら進め

ていきたいというふうに考えております。 

南魚沼市健康の杜構想の基本理念と策定手法であります。「ゆきぐに健康の杜構想」この基

本理念は「大和医療福祉センターの機能に健常者や障がい者が集い、スポーツ等を行いなが

ら心身ともに健康増進をする機能と、様々な住民活動を支援する機能を加え、予防・医療・

福祉・介護支援・健康増進・住民活動支援の一大基地として発展することを基本理念とする」

というふうに謳われております。新しく南魚沼市で策定される基本理念も基本的には同じだ

ということであります。 

ただ、健康の杜の一大基地が旧大和の場合は大和病院周辺ということに限られておりまし

たけれども、当然ですが、基幹病院を含めた大和病院周辺と六日町病院周辺の２カ所にある

程度これは分けるというか、２カ所に設定していかなければならないということを考えてお

ります。この構想の策定につきましては、やはりこれは医療供給体制の中で中心となる基幹

病院の具体的な姿、これを見極めないと、ただ単に、ただ計画的なものは示しますけれども、

整合性がとれないという部分も出てきますので、こういう私たちの考え方も示しながら、基

幹病院構想の中で整合性をきちんと図っていきたいということであります。 

２ 障がい者の自立と支援をどう進める 

障がい者の自立支援であります。経過措置等は今おっしゃっていただきましたので、特に

申し上げません。国は１９、２０年度に利用者負担の軽減を行っているわけですが、その後

はどうなるかと。これは２１年度に制度の見直しを行うということになっております。ただ

その行う内容がまだわかりません。 

それで今年度から給付支払いの電子システム化によりまして、国が――国もといいますか、

利用の状況、利用者負担の把握を始めております。この中で具体的に実態が明らかになって

くるわけですのでそこに大いに期待をしながら、この制度のいい方への改正を、改悪でなく

て、改正を求めていきたいと思っております。それから当然国の動向を見極めなければなり

ませんけれども、障がい者団体等の意向も尊重しながら、国や県に対して必要な要望はきち

んとしていくということでお願いしたいと思います。 

計画の目標数値についてであります。全体的な目標といたしましては、利用実績、利用者
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や事業者へのアンケート、この結果をもとに必要サービス量を推計し計上いたしました。今

後、事業所の制度移行状況を見極めて、必要な部分については平成２１年度、国が見直した

部分でこれを一緒に見直していきたいと思っております。 

生活介護につきましては、現在の入所施設が日中の活動を支援するサービスは見込んでお

ります。それから共同生活介助・援助、グループホーム、ケアホームという、これは障がい

者団体等や、南魚沼福祉会、これらと協議しながら設置の取り組みを検討していかなければ

ならないということであります。いわゆる入っていられなくなった人たちの後のケアといい

ますか、そのことのために。 

就労支援。これが本当は一番大事なことでありまして、アンケートの中で働いていないと

いう皆さんの理由の中では、仕事を探しているというのが２３人。自分にあった仕事がない

というのが３０人。通勤手段がないという５人で計５８人でありました。この皆さん方には

やはりハローワーク等の関係機関と協力して、支援がきちんと必要だというふうに考えてお

りますが、具体的にはこの後でちょっと申し上げますけれども。平成１８年１０月に発足い

たしました相談支援センター「みなみうおぬま」の活用。これをもっともっと推進していき

たい。 

そして工賃についてという部分の中で、就労支援について申し上げますけれども、セルプ

こぶし工房の中の１８年度工賃の平均月額は、収入ですね６,１４０円であります。平均が。

最高が１カ月１万１,８７４円。最低は２８０円という。この程度というと失礼ですけれども、

本当に大変な状況であります。 

平成１９年度の低所得者の利用者負担。食費を除いて４,０００円程度となっているわけで

あります。１カ月働いて平均で６,１４０円で、４,０００円は負担をしなければならないと

なりますと、もうあと２,０００円でありますから、食費もままならないという状況が本当に

ここに垣間見えているわけであります。 

福祉会の方も清掃業や洗濯業、これらの分野に参入して工賃の増額に取り組んでおります

が、ひとつはコンクリート平板、エコ平板ですね。これは私たちの市の上町の保育園のとこ

ろに採用させていただきましたが、これの製造を旭原の福祉工場でできるようになってきま

した。 

ですので、市といたしますと、これは大体公共事業費の２.５パーセントだと思いましたが、

その程度の部分にこれを採用するという方向を目指しましてやっていきたいと思っておりま

す。これは障がい者の皆さん方の感性を利用した、いわゆる何ていいますか、風景を入れた

り、いろいろ絵画的なことを入れたりというそういうことであります。平板を組み合わせて

いってひとつの形にするということです。その平板の作成であります。これはきちんと稼動

しますと、非常に大きな収入源になっていくものだというふうに考えておりますので、ここ

に私は市として大いに協力もしなければなりませんし、期待をしているというところであり

ます。 

また、その他にも市の事業での利用、あるいは製品などの販売の支援、紹介や企業のはた



 - 34 -

らきかけ、これらは引き続き進めていきたいというふうに考えておりますので、よろしくお

願い申し上げます。以上であります。 

○副 議 長  ここで昼食のため休憩いたします。休憩後の再開は１時１０分といたしま

す。 

（午前１２時０５分） 

○議   長（松原良道君）  休憩前に引き続き本会議を再開いたします。 

（午後１時１０分） 

○議   長  一般質問を続行いたします。 

○佐藤 剛君  国政の方が混沌としてきましたけれども、引き続き再質問をさせていただ

きます。 

１ 地域の医療をどう継続し基幹病院開設後につなげるか 

まず地域の医療をどう継続して基幹病院につなげるかというところの再質問でありますけ

れども、１９年度の上半期といいますか４カ月の数字でありますが、データでありますけれ

ども、収支的には黒字に好転してきたというようなことで、今後の私は可能性を感じるわけ

であります。 

このことはちょっとまたちょっとおいておきまして、基幹病院開設までの５年間の地域医

療の進め方につきまして、答弁の中で３年間の中で積極的に医師、看護士の確保に努めるの

だと。定員を超えて採用するのだというような回答、答弁がありました。私も先ほど述べま

したように、５年間の、５年後の基幹病院の開設まで安心できる地域の医療を継続するとい

う観点からも、そしてまた医師が揃っていれば基幹病院がどういうかたちになっても対応で

きるというようなことからも、基幹病院の進捗とは別にきちんとした医師や看護士の確保は

していくべきだというふうに考えます。むしろ現状の医療体制を拡大していく方向でないと、

５年後の新しい医療連携へスムーズに移行もできないし、この先５年間、この地域の医療が

保てないばかりでなくて、崩壊もしかねないという危惧も感じておりますので、そういう方

向だというふうに思います。 

先ほど市長からちょっと社厚の管外視察の話が出ました。亀田総合病院の院長先生の言葉

でありますけれども、基幹病院が４００床程度の三次救急をやるのであれば、１５０から２

００人以上の医師がなければその病院は崩壊するだろうというようなこと。そしてまた医師

の勤務状態等から考えれば、１５０人以下で三次救急がやれるはずがない、というようなこ

とも言っておりました。 

県、または基幹病院の方から市立病院の医師の派遣等はとても不可能だというふうに感じ

ざるを得ないわけですので、積極的に医師確保に努めることは、私は非常に大切だというふ

うに思いますし、先ほど市長も話しました亀田の院長先生。医師をどれだけ確保できるかに

かかっているのだというところであります。病床数何床の病院を開設したいというのではな

くて、何人の医師が確保できるかをまず考えなければならないというようなことを言ってお

りました。医師数にあった病床数であれば運営はうまくいくのだと。黒字になるのだという
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ようなことを――これは先ほど市長も言ったと思うのですけれども――というようなことも

言っておりました。 

いろいろ状況の違いもあると思いますので、亀田総合病院の院長先生の言葉をそのまま受

け入れるわけにもいきませんけれども、非常に説得力のある言葉でありました。これから、

このようなことから医師、看護士の積極的な確保に努めるということなのですけれども、そ

うしていかないと、だんだん尻すぼみになるというようなことが現実問題としてあります。 

例えば現に基幹病院開設にともないまして、小出病院、六日町病院は地元に任せるという

方針が出ている。小出病院は内科。六日町病院は整形外科の医師が不足になっております。

将来が見えないところに医師は来ないというようなことでしょうか。そのような状態になっ

ています。 

問題は、積極的に医師を増やすと言いますけれども、今までだって減らそうとはしていな

いわけでありまして、増やす努力をしながら、だけれどもやはりうまくいかなかったという

のが現実であります。そこでどうやって医師、看護士を増やしていくかというのがやはり問

題になるかというふうに私は考えます。 

その点については私は次のように考えますので、再度また市長の考え方をお聞きしたわけ

なのですけれども。１９年度の４カ月の状況を見て判断するのも非常に危険であります。そ

してまた亀田総合病院の院長先生の言葉をうのみにするのも、そのまま受け入れるのもまた

危険でありますが、条件が揃えば病院運営もうまくいくと最近私は思えてきました。 

そこで現県立病院の運営につきまして、市長、先ほど近々その運営方向、方針を示さなけ

ればならないというふうな答弁もいただいておるところでありますが、私は時期をみて市で

運営していくという方針を、できたら早めに打ち出すべきだというふうに考えております。 

現在、大和病院、１日平均、外来患者５３０人。六日町病院は１日平均が５９０人くらい

ですか。それらまとめて市でみると。このことを前面に出す。そのことによって市立病院は

地域医療をさらに大きく担っていくのだ、というようなことを前面に方針として明らかに出

すことが、私は必要ではないかというふうに思いました。誇大広告をすれというわけではな

いのですけれども、言い換えれば、医師が必要だということに意味をもたせるといいますか、

そうしていかないとなかなか医師は集まってこないのではないかというふうに――将来が見

えないところに医師は集まってこないのではないかというふうに思いますので、私は市で運

営するという方針を早めに打ち出すべきだというふうに思います。 

医師確保の面からだけではありません。地域医療を推進するに民間病院だからだめだとい

うわけではありませんけれども、病気にならないための健康づくり、そしてまた予防医療か

ら病気になってしまった人たちの命を守る急性期医療、慢性期医療、そしてリハビリ、在宅

ケアと、そういう一貫した地域医療を進めるには、やはり公的な病院でそれらを担うのだと

いう方が地域医療の推進には非常によろしいかというふうに考えますので、そういう面から

もそういう方針を早めに出すべきだというふうに考えます。 

南魚沼市の健康の杜構想の件なのですけれども、基幹病院と整合性をとりながら進めると
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いうようなことで、そのために多分遅れているのかも知れません。ただ、この３年間に医師

を集めるということになれば、魅力ある病院でなければ医師は来ないわけですので、この健

康の杜構想の中で医師確保のためにも、魅力あるビジョンを示しながら医師確保を目指すと

いうふうなことにしていかなければならないというふうに思います。基幹病院との整合性も

大事ですけれども、こういう観点も考えてみる必要があるのではないかというふうに思いま

す。 

そしてまたこの健康の杜構想というのが、地域医療を実践するビジョンになるわけであり

ますので、策定がどういう手順で行われているかというのがちょっと見えなかったのですけ

れども、やはり先ほど言いましたように、保健と医療と福祉が一貫した地域医療を行うため

には、作成の段階でそれらの関係者が集まって構想を練る段階で関わっていかなければ、い

い魅力あるビジョンができないのではないかと思いますので、その辺もあわせてお伺いをし

たいと思います。 

２ 障がい者の自立と支援をどう進める 

障がい者の自立と支援の関係であります。ちょっと時間があれですので結論から言わせて

もらえば、市長は法改正の動向を見てというふうなことでありました。そこら辺がわからな

いと、なかなか市長としての立場もおありで、なかなかきちんとした返事もできないのかも

しれませんけれども。私は結論からいえば、軽減の経過措置後、それの法改正がどういうか

たちであっても場合によっては障がい者の問題については、市独自の対応もする考えがある

かどうかという、その姿勢をお伺いをしたいというふうに思います。 

今、その軽減措置が行われている現状の中でも非常に厳しい状況であります。生活保護以

下の最低ランクで住民税非課税の世帯で利用者の収入が８０万円以下というところは今、利

用料３,７５０円の上限がありますけれども、それが撤廃されると上限１万５,０００円です

か。１万５,０００円になってしまいます。 

先日、こぶし工房の工賃の話が出ましたけれども、多い人で１万円というような話。先ほ

どの答弁もありました。そうすると、確実に施設に入っている方はマイナスになるわけであ

りますので、これも制度の見直し如何ということになるかもしれませんけれども、そういう

状態を見て、だけれども制度がどうなるからわからないから答えられないではなくて、障が

い者に対する市長のそういう姿勢といいますか、自立に向けていくのだという姿勢のところ

をお伺いをしたいというふうに思います。先ほど言いましたように、今時点でも例えば魚野

の家では、大体半数の方がもう差し引きマイナスであります。そしてまた今は市から交通費

半額が出ていますけれども、私の聞くところによれば、これは噂――単なる噂であって欲し

いわけなのですけれども――その半額の交通費の補助もなくなるかもしれないというふうな、

不安をもっている方もあるわけですので、そういう障がい者に対する市長の考え方といいま

すかを、お伺いしたいというふうに思います。 

そしてあと施設の関係なのですけれども、法改正によって施設を出なければならないとい

うところがありますが、１８名くらい出なければならない。それについてはケアホーム、グ
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ループホームを設置の方向で考えているというようなことであります。設置の方向で考えて

いて、この計画の中では２３年までにこれこれが収容できるというふうな見込み量が出てい

るわけでしょうけれども。障がい者の皆さん、そしてまた家族の皆さんにつきましては、計

画でそういうふうな見込みが出されても、具体的に例えば、なかなか今入れる人数の枠がな

くても市で支援をしながらでもやるとか、そういう方向がないと非常にこの部分が不安なわ

けであります。そこをグループホーム、ケアホームのところについて、現状で不足分は市で

支援をしながらでも設置の方向に向けていくのかというような、そういう考え方といいます

か、そこら辺もあわせてお聞きをしたいと思います。 

そうでもしないと非常に不安を持っていまして、では施設から出た方々はどうするのだと

いうことになりますが、家に帰れということになるかも知れませんけれども。アンケートの

結果から見ましても、今、障がい者の方というのは非常に高齢になっておりまして、その障

がい者を見ている方はその親ということになっておりますので、非常に家に帰れといっても

なかなか厳しいところがあるわけです。そういうところは安心されるような、やはりその考

え方をもって、法改正を待つのであれば待つというふうなことでないと、なかなか障がい者

の方々、不安だらけというようなことになると思いますので、そこの辺もお願いをしたいと

思います。 

最後であります。単価のいい就労の機会ということでいろいろ話をいただきました。私は

委員会でもちょっと話をしたこともあります。市長からもちょっと今話がありましけれども、

魚野の家や旭原で、ワックスがけやクリーニングができるような設備を今、整えつつあるわ

けなのですけれども、なかなか設備は整ってもそれがやはり営業となると、いろいろまだま

だ難しいというようなこともあります。営業に出られるまでのそういう練習といってはちょ

っと変なのですけれども、そういう支援もやはり必要ではないのかなというふうな気がしま

す。 

慣れてくれば営業の方にも向くというようなことでありますので、そういう面の、せっか

くその補助をいただいて、そういう設備をしているわけですので、そういう面の支援もして

いかなければならないのではないかというふうに考えます。そうでもなければ、なかなか障

がい者の自立の道は開けないというふうに思いますので、その点もお願いをしたいと思いま

す。 

○市   長  佐藤議員の再質問にお答えいたします。 

１ 地域の医療をどう継続し基幹病院開設後につなげるか 

六日町病院の方向性といいますか、運営主体を早く明確にせよということであります。先

ほど触れましたように、遅くも来年度中にはやろうと思っておりますが、魚沼市の小出病院、

これについても私どもがいろいろ申し上げる立場ではありませんけれども、まだなかなか方

向性が見えていないという状況がありまして、そこまで気を使わなくてもいいという話にな

れば別ですけれども、やはり魚沼市とも共同歩調をとらなければ、なかなか我々のところは

我々のところだけでいいのだというかたちにはなっていかないという、私は気づかいを相当
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しております。 

そこで一時、民間――準公的な施設ですけれども――の方でという話もあったわけなので

すが、なかなかその方向が魚沼市側としますと今、厳しいということで、それは私も接触を

断念いたしました。はっきり申し上げますと、厚生連ですね。この厚生連の皆さんはできれ

ば基幹病院の方に出資をしてでもそこにも参画はどうだというような話も、これは県とどう

したかわかりませんが、そんなお話しもしておりましたが、今のところそれは進んでいるわ

けではありませんけれども、では例えば小出はだめだから六日町だけだと、それだけではや

はり厚生連としてはなかなか財政的に非常に、営業といいますか、財政的にはもたないとい

うことです。十日町側はある程度そういう方向が固まっているようでありますけれども、そ

んな状況もあります。 

それこそ私が申し上げていることは、最終的には市が責任をもちますということで、幅広

いといいますか、ある程度の支援をご理解いただきたいと思っているのですけれども。まだ

例えば県の方で、民間やそういうところに打診したわけでもないと思っているのです、私は。

ただ県立からはずすよと、これだけでありますので、正式に県がではどうしますかというこ

とが出て、地域の中である程度議論が交わされてという方向が出ないと、なかなかすぐに市

が、では私たちがやりますという方向を出していいかどうか。ちょっと逡巡しているところ

であります。 

ただ、最終的な責任はきちんともつということで、今、六日町病院にそういうことで不安

を感じていらっしゃる先生方や職員の方がいらっしゃいましたら、そのことでひとつある程

度ご理解をいただきたいと思っております。極力早めに方向は出したいということでありま

す。 

健康の杜構想。基幹病院のかたちがはっきりしませんと、それこそ絵に描いた餅に終わる

というおそれもありますし、それから今ちょっと触れましたけれども、六日町病院をではど

うするのだ。ここも我々が六日町病院を受けるとも受けないとも言わないうちに、勝手に健

康の杜構想だということには、なかなかなっていかないのだろうという思いでありますので、

その方向をきちんと出してから。下準備は当然進めておきます。そしてその手順は今おっし

ゃっていただきましたように、医療・福祉・保健、それぞれ関係する皆さん方から当然ご意

見をいただくなり、あるいはそういう協議会的なものを設置するなりして、案を作成してい

かなければならない。そういうことだと思っております。具体的にどこだここだということ

はまだ決定や想定はしておりませんけれども、おっしゃるとおりであります。 

２ 障がい者の自立と支援をどう進める 

障がい者の自立支援の方であります。これは法律がどうなるかわからないけれども、市が

独自の支援策をきちんと打ち出して、どういうふうに改正されても大丈夫なようにしておけ

という、これはちょっとなかなかできえることではない。これをやりますと、今は障がい者

の関係のことだけでありますが、そういうことでない、それでも支援をいただかなければな

らないという皆さん方もいるわけであります。ここにだけ限って、もう法律の改正などどう
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なるかわからないけれども、市はこうして独自にやっていって、皆さん心配しないでくださ

いということは、なかなか打ち出しづらいことだと思っております。 

実態は十分理解しておりますので、いずれにしても障がい者の皆さん方が路頭に迷ったり、

本当に大変な目にあったりすることのないような、万全の方策は尽くしていかなければなら

ないと思いますけれども、具体的に法律改正を無視してこうだ、ああだということは、もう

少しひとつ、何ていいますか、打ち出せない。打ち出すつもりも今のところはございません。 

２１年と言っていますけれども、２０年頃には、来年頃には大体の方向性は見えてくるわ

けですので、方向性が見えた中で、要望すべきところは国にまた要望しなければなりません

し、対応をどうするかということはおのずと出てくるわけですので。今日急にぱんと法律が

決まった、さあ明日からどうするということにはならないわけですので、そういうかたちで

進めさせていただきたいと思っております。 

いずれにしても、先ほど触れましたように、障がい者の皆さん方、これに該当する皆さん

方が、生活をしていけないとか、そういうことにはならないようにしなければならないと思

っております。 

退所者の支援についても同じでありまして、法の改正自体がどうなるかわからないという

部分ですので、では例えば１８だったら１８の部分を今想定をしてやったとしても、例えば

法改正でそうならなくなったとか、そういうことも現実として出てくる可能性もあるわけで

すので、これはやはり市の独自策としてやるべき部分ではないということだと私は思ってい

ます。法の範囲からもれている、そういう部分については先ほど触れましたように、工賃と

いいますか、そういうことについての就労支援とか、そういうことはもう当然ですけれども

一生懸命やっていきますが、基本的な部分で法の改正を全く考慮しないで何かやっていくと

いうことにはならないのだろうと思っております。 

そこで一番はやはり収入面の確保といいますか、ここにつきるわけでありまして、それぞ

れの営業的なことも当然市もお手伝いいたしますし、ただ、障がい者の皆さん方に営業に出

ろということはこれはなかなか難しいことです。その施設の職員の皆さん方が当然営業に出

ていただかなければならない。その営業先を市が例えば紹介をしたり、あるいは市が一緒に

なって行ったりというこれはやらせていただきます。 

できればさっき言いましたコンクリート平板、これをやはり最大限生かしたい。これはや

はり市がその自分で発注する工事の中に盛り込めばいいわけですから。あるいは県にもそれ

は当然お願いをしてきますし、湯沢町の方にもそれぞれお願いしていくわけですので。これ

がうまく回りますと、相当なやはり収入になっていくと思っております。相当と言っても月

に２０万円も３０万円もなどということになるわけではありませんけれども。そういうこと

をやりながら、とにもかくにも障がい者の皆さん方が本当に自立ができるような、そういう

支援に心血を注いでまいりたいと思っておりますので、よろしくお願い申し上げます。 

○佐藤 剛君  ２ 障がい者の自立と支援をどう進める 

では障害者自立支援の部分だけちょっと再々質問をさせていただきます。市長、今、法改
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正がどういうかたちになるかわからない中で、どうするああするというのはなかなか決めづ

らい。確かにそうでありますし、こういう手法をとればいろいろな面にまた影響も及ぼすと

いうことも、これもまた事実であると思いますので、そう軽々にそういうことはどれだけど

れをするというふうなことは言えないわけなのですけれども。ただ、障がい者自立の関係に

つきましては、現状こういう状態でありますし、そしてその福祉障がい者計画の中でも、「障

がい者の自立と皆でつくる共存社会」というようなことを謳っているわけですので、どれだ

けどうすれということではなくて、例えばこういう今の法律みたいな状態にはしておかない

よと。自立に向けてきちんとなるような市の支援はどのくらい、どれがどれだけだというこ

とではなくて、するのだというような、そういうやはりこの基本理念に沿った力強い発言と

いいますか、意気込みがやはり今、障がい者の皆さんには必要だというふうに思います。再

度、今それに近いところの言葉もいただきましたけれども、そこら辺の、ともに皆でつくる

共存社会を、市も財政負担の中でも工面しながらやっていくのだ、というような意欲を示し

ていただきまして、質問を終わりたいと思います。 

○市   長  ２ 障がい者の自立と支援をどう進める 

財政負担も含めてという部分についてでありますけれども、そういう財政だけとかそうい

う意味でなくて、やはり今触れていただきましたように、障がい者の方もこの市で本当に人

間らしく生き生きと過ごしていただかなければならないわけですので、全般にわたってのご

支援はきちんと申し上げようと。ただ、そのお金だけを出すという方向はすぐ打ち出すとい

う部分ではないということだと思っております。 

お金を得るための方法とか、そういうことはやはりきちんとやっていきます。なおかつそ

れでも何でも、もう生活もしていけないという状況になりますれば、それはまた市としてき

ちんと考えなければならないことだということだと思います。 

○議   長  質問順位２２番、議席番号４番・高橋郁夫君。 

○高橋郁夫君  それではただいまより通告にしたがいまして一般質問させていただきます。 

１ 今泉博物館の整備推進について 

まず第１に今泉博物館の整備推進についてお伺いいたします。今泉博物館は昭和６０年に

今泉氏より所沢の土地、約６,０００平米を塩沢町にご寄附いただき、その売却代金約１６億

８,０００万円をもとに当時の塩沢町では今泉博物館の建設資金と南洋美術品及び世界の人

形の購入資金、また鈴木牧之記念館の建設資金としても使用いたしました。 

その他にも今泉氏からはパプア民俗資料、書籍１万８,０００冊を。また太田氏より世界の

仮面６００点のご寄附をいただき、６２年には４ヘクタールもの用地を取得し、平成２年８

月８日にオープンするに至りました。しかし、この施設につきましては、オープン前より博

物館だけではどこの自治体にもあるので、集客は難しいとされておりました。 

その後、町でも今泉博物館協議会を立ち上げ、検討を進めてまいりました。そのときは活

性化の具体策として４つの提案がされました。１、水辺の整備等を含めた敷地の有効利用。

２、トイレ、地元産品販売の物産館。情報受発信基地。また市民の憩いの場等の施設。３、
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博物館の活用。４、文化の拠点構想及びイベント。以上の提案が出されました。 

また、観光交流施設及び道の駅構想につきましては、当時塩沢町議会において道の駅設置

の請願が採択され、庁内でもかなり検討がされましたが、実現には至りませんでした。また、

合併時には新市建設計画における塩沢町の事業計画の重点事業として、今泉周辺交流拠点施

設として道の駅、また川の駅計画も明記されました。その後、南魚沼市となりましてから現

在は指定管理の中でご存知のように運営されているわけです。 

今泉博物館の整備、推進につきましては、２年前の１２月定例議会においても私は一般質

問させていただきました。そのときの質問内容は、観光ルートの確立と観光資源の整備・推

進にあたり、地場産業の振興と情報拠点、また市民の憩いの場となるような今泉博物館の整

備・推進を早急に行う必要があるとの質問をしたところ、市長は、今泉博物館は観光施設に

位置づけられれば最高である。今後はあらゆる面で活用できるように検討していく、と答弁

されました。 

また、その後、市政懇談会の中でも、今泉博物館は道の駅として整備して活用を図りたい

とおっしゃっています。また、このたびの市報にも今泉博物館周辺を道の駅を含め、観光、

情報発信基地とする整備の計画を早めるよう、関係各課に指示していると書かれております。

私はそういった市長の前向きな発言を聞き、歓迎しているところです。しかし、現在に至っ

ても市としての計画も出されておりませんし、どのような計画を検討されているのか、まだ

目に見えるものはありません。また今泉博物館につきましては、私は市の責任において早急

に検討、整備して市民の皆さまの憩いの場となるよう、また、観光面においても多数のお客

様からご利用いただき、採算の取れるような施設とすることが、今の南魚沼市の義務である

と思います。 

そこでお伺いいたしますが、現在各課ではどのような検討がなされているのか。また、ど

のような目的をもって、どういった整備を推進していく考えなのか。整備計画をするにあた

り、本格的な検討はいつ始めるのか。また計画を検討するにあたり、地域審議会、商工会、

観光協会、地域住民等を含めた協議会の設立の考えはないか。以上４点についてご答弁をお

願いします。 

２ 市内各地区館の運営について 

２番目といたしまして、市内各地区館についてお伺いいたします。現在の各地域における

コミュニティ施設の管理運営の状況ですが、現在旧町単位に塩沢公民館、中央公民館、大和

公民館があり、その公民館の分館として六日町地域では六日町分館、五十沢分館、城内分館、

大巻分館として４つの分館でそれぞれ地区館としての役割りをしております。その管理運営

はセンター長各１名、また常勤職員各１名で運営されており、予算につきましては、六日町

地区におかれましては４地区合計で運営委託料としまして１,５７０万円。高熱水費として２

９８万円。その他として３２０万円。合計で約２,２００万円で運営されております。 

また大和地域では、浦佐分館、薮神分館、大崎分館、東分館として４つの分館と三用地域

活性化センターがそれぞれ地区館としての役割りを担っております。管理委託料につきまし
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ては３６０万円、高熱水費として２２１万円、その他として１４０万円。合計で約７００万

円の予算で運営されております。また管理運営は個人、また区より管理人として各１名で非

常勤のかたちで運営されていると聞きます。 

塩沢地域では分館としての役割りを果たす施設はなく、同じような役割りは各集落の区長

さんが行っております。３つのセンターにつきましては現在指定管理の中で行われておりま

す。予算につきましては、指定管理者に高熱水費として、委託料として支払われております。 

旧町ごとにそれぞれ全く違った管理運営を行っているのが現状です。今年度より地域コミ

ュニティ創出パイロット事業が試験的に旧町各１地区で行われており、来年度からは市内全

１２地区でこの事業を行いたいとしております。 

昨日の１４番議員のこの事業に対しての市長の答弁は、協議会については各センター長が

行えばよい。また事務処理は各市民センターで行いたいと答弁されました。確かにそうでき

れば大変この事業も行いやすいと思います。しかし、先ほど申したように、六日町地域には

４地区に分館があり、センター長他常勤職員がおりますが、大和地域には４地区に分館はあ

りますが、センター長もいません。また、常勤職員もおりません。また、塩沢地域では分館

すらありません。 

私はこの事業を円滑に行うためには、市長のおっしゃったように各地域に市民センターと

なるような場所は必要であろうと考えます。合併して２年になろうとしておりますので、そ

ろそろこういったコミュニティ事業等を行える施設、また予算についても、管理運営につい

ても統一すべきであると考えますが、市の考えをお伺いいたします。またあわせて今の現状

をどうとらえているかお伺いいたします。以上壇上より質問を終わります。 

○市   長  高橋議員の質問にお答えいたします。 

１ 今泉博物館の整備推進について 

今泉博物館の整備、推進についてということであります。今おっしゃっていただきました

ように、今泉博物館の活性化につきましては、旧塩沢町時代には観光交流施設としての道の

駅構想が検討されたり、あるいは博物館協議会において地元産品販売の施設、あるいは文化

の活動拠点とか、イベントの企画開催、こういうことが提案されておりましたし、今泉氏寄

贈の収蔵物の展示を優先しつつも、他の企画、あるいは展示と連動してパプアニューギニア

の展示を弾力的に考えていく方向が示されてはいたわけであります。 

今泉博物館については私も合併後、塩沢地域のやはりひとつの大きな問題点だというふう

に認識をしておりまして、この活性化につきましての大きな方向性は、これはやはり旧塩沢

町時代に示されました「道の駅構想も含めた観光情報発信基地」こういう方向で整備をして

いくことが望ましいというふうに考えております。 

ただ、ご寄附をいただいた今泉家のご意思もどうかということがちょっと今わかっており

ませんので、担当課には計画の方向性の検討をきちんと今指示しているところであります。

計画の方向性が出た時点で、まずとにかく今泉家のご意向がどうであるか。特に今あの博物

館内を物産館として例えは利用すると、こういう方向性を出した場合、それがご同意をいた
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だけるかどうかというところが非常に大きな問題点といいますか、だと思っておりますので、

今泉家のご意向、これに沿わないということにはどうしようもありません。 

おっしゃっていただいたように、１６億８,０００万円、あれやこれや含めますと時価に直

せばすべてで２０億円近いという部分のお話しを聞いておりますので、これだけのご寄附を

いただいて建設をされた部分でありますので、今泉家のご意向がまずは一番だと思っており

ますけれども、私どもの方からやはり方向性は明示をして、そしてご相談に伺っていきたい。 

そういう作業を重ねていきますので、ある程度の方向性は出す場合に、商工会あるいは観

光協会、市民の皆さん、地域審議会、これらの皆さんのご意見を伺っている時間的な部分は

ございません。ただ、方向性が出た時点でそれぞれの皆さん方と意見交換をしながら、その

方向を損なわない範囲の中で、いろいろご意見を伺ったりご協力をいただいたり。これは当

然出てくるわけでありますので、その方向はきちんともっていきたい。 

ただ、もうひとつ地域審議会については、当然これは新市建設計画の中にのっとったわけ

でありますので、これを例えば実施をする年度、あるいは前年度、３ヵ年の部分が出てくる

わけですから、そういう中には当然出ていきますので、これは地域審議会のご意見はきちん

と伺うものだと。 

あわせまして今触れましたように、商工会、観光協会という。観光協会は合併しました。

商工会はまだ合併していないわけです。ですので、では塩沢の商工会だけでいいのかと、こ

ういう問題も出てきますので、これらはちょっと調整をしながらやっていかなければなりま

せんけれども、そういう部分の皆さん方、あるいは市民代表の皆さん方からのご意見、ご提

言は当然ですけれども、伺いながら進めていくということであります。 

２ 市内各地区館の運営について 

各地区館の運営状況、それから統一化の検討ということであります。地区館につきまして

は、今、議員からおっしゃっていただいたように、それぞれの状況はそのとおりであります。

そのとおりでありますので、特別は申し上げません。申し上げなくていいですね、状況は。

それぞれ３地区、大きく違ったかたちで運営をされているわけでありまして、これは各地域

の現状を踏まえつつ、地域コミュニティ活動の活性化、管理者の有効活用、機会の均等、こ

れが図られなければならないと思っておりますので、そういう方向で検討しております。 

具体的には各地域のセンター管理業務、これを地域コミュニティ創出パイロット事業の中

に位置づけて、そして施設の管理業務を中心にいたしまして、その部分を現在の大和地域と

同額の年間大体９０万円から１００万円、それに分館事務、区長会の事務、あるいは地域コ

ミュニティ事務、これらを上乗せしていければという思い出あります。その上乗せ業務の受

託状況によって加算していく方法で新しいセンター長を配置していきたい。適任者がいれば

今は分離しております分館長とセンター長、これはもう併任といいますか、兼務も可能とい

うことでやっていきたい。具体的には旧六日町の３地区の五十沢、城内、大巻、この部分に

ついては来年度からその方向性をちょっと打ち出していきたいと思っております。 

受託業務の内容によりますけれども、先ほど言われました９０万円から１９０万円あるい
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は２００万円前後の、委託業務になるということであります。今、六日町地域ではセンター

長が行っております青少年健全育成交通安全協議会と各種団体の事務、これにつきましては、

各団体が負担をしていただいて、それを新センター長に委託をするという方向をでき得れば

そうしていきたいと思っております。 

塩沢地域はその類似施設が無人化。各地区の分館活動が今まで全くなかったという、この

状況の違いがありますので、当面そうした状況や地域の希望はどうあるのか、これらを踏ま

えて検討していかなければならないと思っております。塩沢地域は体育館を主体としている

類似の施設がありまして、上田と中之島に農村環境改善センター、石打に農業者トレーニン

グセンター。塩沢はこういうかたちになっておりますので、大きくやはり他の旧２町とは形

態が違っておりますが、これをいわゆる地域コミュニティ活動の中にどう生かしながら活用

できるかということを、ちょっと模索しなければならないと思っております。 

ついでに申し上げますけれども、文書配布業務。これは今おっしゃっていただいたように、

六日町の３地区の中には常勤的に職員が文書配布のためだけの常勤職員。これは業務委託契

約でありますけれども、１名おいてあります。これは今までは郵送料とこの委託料がほぼ同

額、あるいは若干委託料が安いかということでそうしておったわけでありますけれども、納

税通知書や選挙の入場券、こういうふうに一斉にぱっと大量に発送する場合は対応できない

という問題もありまして、今後は郵送に切り替えていきたいというふうにこれは考えており

ますので、この点もひとつご承知おきをいただきたいと思います。以上であります。 

○高橋郁夫君  再質問させていただきます。 

２ 市内各地区館の運営について 

逆になりますが、まず市内各地区館の運営についてなのですが。先ほどおっしゃったよう

に、塩沢地域にしてはかなり今後のコミュニティ事業を行うにあたって、なかなかその地区

館がないというかたちもありますが、それをまた新しいものを作ってなんていうのは難しい

と思います。それをどうやって、どこを使ってやっていくかということだと思っております。

その辺も踏まえて、できれば来年からはもうこのコミュニティの事業は１２地区で行うとい

う中で、今年度中にもそういった検討を進めていって欲しいなと思っております。 

１ 今泉博物館の整備推進について 

また、今泉博物館につきましては、先ほど申しましたように多額のご寄附と。将来の塩沢

町のためにということで、ご寄附をいただいて建設されてきました。私は塩沢時代にも今で

もそうなのですが、その施設に対して非難めいた声も聞いております。私、一地元住民とし

ましても、また一議員としましても、大変心苦しく思っておりますし、またそういうことは

あってはならないことだと思います。 

今年も多数の方々より多額のご寄附をいただき、市民のために活用されるわけですが、こ

ういう善意のご寄附を市民のためになるように生かすも、また、むだにするも市の運用次第

でありますが、ご寄附をされた方が感謝されても非難されるようなことがあってはいけない

と思っております。 
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また、当市内には現在も多くの観光客が訪れているにもかかわらず、情報発信基地も地元

産品の物産館もございません。私はこういった意味では今泉博物館の位置は、南魚沼市内に

おいても最高の場所であると考えております。一日でも早い整備、推進が必要と考えており

ます。 

また、計画にあたっての審議会の件なのですが、私は最終的にはこういった施設も市民が

何を望み、どうしたいのかということと、観光とまた結びつけることで、地場産業の推進と

経営の改善ができるような整備が求められてくると思います。私はできれば、あまり先行し

ないかたちの中で単独で、あまり先行することのないうちに協議会を設立して、ある程度そ

の中でも検討されることが大事ではないかなと思っております。また、そういった中には各

方面の専門化も含めてこういった協議会を設立していただきたいと思っております。 

また、２００９年には国体、大河ドラマがあるということで、市内における整備が検討さ

れております。その情報発信基地としても考えた場合、一体的にある程度検討していく必要

があると思います。できれば今年度中にも協議の方を一歩進めていっていただきたいと思い

ます。今の国、県におきましても観光人口増加を目指し、いろいろな検討がされております。

また、特例債のことも考えますと本当に今がチャンスであると思っております。ぜひ早急な

対応をお願いしたいと思いますが、よろしくお願いします。ご答弁お願いします。 

○市   長  高橋議員の再質問にお答えいたします。 

２ 市内各地区館の運営について 

順番どおりにまいりますが、この地区館関連のことで塩沢地域の同様と思われる施設につ

いての部分の方向性を今年度中にと、これはちょっとまだ全く、それこそ塩沢地域の皆さん

との話しもしておりませんし、ただ地域コミュニティ事業は始まっておりますけれども。こ

れはちょっと今年度中に方向性を出すというのは難しい。 

なるべく早い機会に、ではそこのさっき触れましたように、上田と中之島の農村環境改善

センターや石打地区の農業者トレーニングセンターがどういう運営、利用方法がいいのかと

いうことも含めて、きちんとそれを構築してから話し合いに入らないと、なかなかこうしま

す、ああします、ではやってくださいということにはなりませんので、ちょっと時間をかけ

させていただきたい。ただ、それは時間をかけるというのは、拙速にしないということだけ

でありまして、長い時間かけてやるということではありません。ですので、今年度中と言わ

れると、それはちょっと無理かなという程度でひとつご理解をいただきたいと思います。 

１ 今泉博物館の整備推進について 

今泉博物館の件ですが、これは今泉家のご意向が、もう何でもいいよということであれば、

すぐさっき触れましたように市民の皆さんも含めた検討会といいますか、協議会というか、

そういうことを立ち上げられるわけですけれども、今泉家の意向が全くわからないのに、そ

れを立ち上げてああだこうだ言っても、それがだめだということになれば、それは一発で終

わりですから。市の方である程度方向性はこういう方向でということを出して、そして今泉

家に判断を伺いに行って、それでＯＫが出ればおおまかな方向としてはこういう方向でとい
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うことでいきますので。そこで地域審議会、あるいは商工関係、観光関係、市民の代表者の

皆さん方からもご意見を伺って、具体的な部分を詰めていくということにしないと、これは

ちょっと本末転倒的な部分が出てきますので、そういうことを申し上げているわけでありま

す。 

今泉家に対するご批判というのは私は特別聞いておりません。ただ、何であんな施設を作

ったのだなどという話は、あちこちに行って聞きますよ、それは。とても荷物になっておご

ったとかそういうのは特に塩沢の中で聞きますが、今泉家に対してのご批判というのは私は

特には聞いておりません。ですので、今泉さんに対しての批判ということではなくて、やは

りいろいろ、前にもちょっと触れましたけれども、政治的な部分での評価というのは結果で

ありまして、作るときはいいぞ、いいぞと言って作らせたのでしょうけれども、結果として

ああいう状況になっていると、何でこんなものを作ったなどという話になると、そういうこ

とだと思いまして、それをいちいち何ていいますか、聞いているということでもございませ

んけれども、今泉さんに対する批判はないというふうに私は理解しておりますが。 

○高橋郁夫君  ２ 市内各地区館の運営について 

地区館については了解しました。 

１ 今泉博物館の整備推進について 

今泉博物館についてなのですが、計画の方向性が出てから今泉家のご意向をお伺いしてく

るということなのですが、できるだけ早い時期に方向性だけでも。方向性などというのは、

どういった方向といのは大体すぐ出ると思いますので、できるだけ早い時期にそういった確

認だけでもしないとなにしろ一歩も進まないわけですので、ぜひよろしくお願いしたいと思

います。ご答弁はよろしいです。 

○議   長  質問順位２３番、議席番号１９番・笛木信治君。 

○笛木信治君  私は住民の福祉、暮らしを守り発展させる立場で質問をいたします。 

始めに柏崎原発、この被災しました原子力発電所の安全性について、市長の認識を伺うつ

もりであります。中越沖地震被災地の皆さんには心からのお見舞いを申し上げるところでご

ざいます。我が党ではいち早く被災者への義援金募金活動に取り組んでまいりまして、第一

次分をお届けしたところであります。一日も早い復興を願うものであります。 

１ 被災した原子力発電所について 

さて、この柏崎刈羽原子力発電所、世界最大の発電所ということでありますが、高い安全

性を誇っておりました。今回の地震で問題は高い安全性を誇っていた原子力発電所が、予想

をはるかに超える被害が出ているという実態であります。このトラブル、私の質問通告書に

１,５００カ所と書いてありますが、最近の新聞報道では２,０００件を超えるトラブルが発

生しているというふうにいわれております。 

問題は地震による揺れの想定であります。建設設計で想定していた揺れの２.５倍の揺れが

あったということが大きなショックを関係者に与えております。このことは建設する時点で

も賛成・反対それぞれ地震の活断層、この有無、その営業について議論があったところであ
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りますが、まさに反対派の地震による心配、それが現実のものとなったというふうに私は考

えるわけであります。 

新聞報道で私は見ただけですが、原子炉が緊急停止する状況が克明に報告されております。

制御棒が挿入される状況、スクラムと言うのだそうですが、これが作動してことなきを得た

のです。これがもし作動しなければ大変な事態になるわけですが、この制御棒がすべて緊急

停止した原子炉で作動したということであります。 

問題はその炉内、核燃料防、制御棒が狂えばいいというものではなくて、やはり炉内には

高温の蒸気が発生するわけです。２８０度という乾燥した蒸気が充満しているわけですが、

これがもし安全装置その他のところから漏れれば大変な事態になるわけです。高濃度の放射

能が含まれているわけですから。大変なことになるわけですが、これがやはり職員の方は決

死の努力でこれを冷却することに成功したということです。 

２８０度の蒸気というのは、私もボイラーマンのはしくれですのでわかりますが、紙が触

れれば燃え出すという蒸気なのです。そういう物凄い蒸気なのですが、これが爆発すれば大

変な事態になる。県や国も一旦住民の避難を考えたのはこのことなのです。ところがこれが

冷却することができた。それは新聞報道によると、自動装置が働かないで手動でやったとい

うふうに書いてあります。これは４系列もそれを制御する装置があったのですが、３系列が

だめで１系列だけかろうじて生きていたのです。しかもそれは自動では動かなかったと。職

員が手動でやったということですから、バルブを手で開けたということでしょうか。そうい

うことによってこの蒸気を１００度まで冷却することに成功したと。これは識者に言わせれ

ば本当に幸せだったと。僥倖と言えるものだというふうに言われております。一丁間違えれ

ば大変な事態になるわけですが、これが１００度まで引き下げることができたということは

本当によかったと思うわけです。 

しかし、こういう中で東電側のいろいろな不備な点が明らかになりました。皆さんもテレ

ビでご覧になったと思いますが、変圧器が火災を起こして誰も消しにこないで、しばらくテ

レビに映っていましたが、これも消火栓のパイプが破断していて水がこないということだっ

たそうです。本来これだけの施設になれば自前の消防団を持つべきですが、それもなかった

と。まことにお粗末極まると私は思うわけでありますが、こうした事態。 

しかも使用済み核燃料を格納していたプールの水が、外へ漏れて海に流れ出したというこ

とが後で発表されています。当事者の方は微量で人体には影響がないとか何とか言っていま

すが、私は放射能を含んだ水が溢れ出すということ自体あってはならないことであると思う

わけです。 

こうしたことを考えますと、新聞報道だけから見ても、この原子炉がいかにやはり危険な

ものかということが明らかになっていると思います。マグニチュード６.８でこれですから、

これが７――この間の堀之内、川口のああいった大きな地震になったらどうなるかと思うと

本当に背筋が寒くなる思いであります。この柏崎原発について、私は安全と言われた安全神

話が崩壊したというふうに考えて危険極まりないものだと思いますが、市長のお考えをお聞
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きするものであります。 

もう一つは、原子力発電所は、結局そういうことになりますと単に柏崎や刈羽だけではな

く、やはり周辺地域にとって大変危険な施設ではないかということであります。世界中の地

震の１割は日本にあると言われておりますが、まさに日本は地震王国であるわけであります。

そのうちでも新潟県ではご承知のようにここ５０年くらいの間に大きな地震が３回もあった

わけでありますが、この新潟県に原発をつくること自体間違っていると私は思うわけであり

ます。 

刈羽の原子力発電所を作るとき、私は３日間反対署名に刈羽村に行った覚えもありますが、

そのときもやはり活断層、これが議論の的になりました。縦横に走っている活断層が非常に

危険だということが再三再四議論されているわけであります。 

今回はそういうわけで幸いにも放射能被害が蔓延するということはなかったわけですけれ

ども、風評被害、これは大きな被害が出ております。県下で言いますと、５万件を超えてい

るキャンセルがあったと観光面で言われておりますが、これはやはり地震だけではなく、誰

が考えても原発であります。９月、１０月の宿泊予約は例年の３割くらいにとどまっている

という県の観光関係者の話がありますが、これは大変な被害であります。 

南魚沼市でも７,０００泊を超えるキャンセルがあったというふうに観光課では言ってお

りますが、これは７,０００泊のお客様を誘致するにはどれだけ皆さんが苦労したかというこ

とを考えると、本当に原発というものが周辺に与える被害はあらゆる面にわたって。特に今

回の地震は、経済被害が大きいというふうに言われております。１兆４,０００億円ともいわ

れる被害があると言われておりますが、こうしたこの原発、これがこの地域にとってやはり

危険なものになっているというふう私は考えております。言わせてもらえれば、止めてもら

いたいというのが本音であります。 

市長さんはそうした意味で市民の暮らしや営業を守るという立場から、柏崎刈羽の原発に

ついて、そうした立場で県や国に対してことあるごとに訴えて、この原発の継続について疑

義を唱えてもらいたいと、このように思うわけでありますが、お考えをお聞きしたいと思う

わけであります。 

何よりも申し上げるまでもなく、仮にあそこでちょっと大きな事故が起こった場合、海か

ら山へ風が吹いていると。その風に危険な放射性物質が含まれている。南魚の上空まで来る

には私は何分もかからないと思うのです。ここに来れば、ここは盆地ですからこの上空に滞

留するのは決まっています。そうなればここは大変な事態になるわけです。人間も住めない

ような状況だってあり得るわけです。チェルノブイリの例を持ち出すまでもなく、そういう

事態も予想されるわけですから。こういう点で大変危険な施設ではないかと思うわけですが、

お考えをお聞きいたします。 

２ 後期高齢者医療制度について 

もう１点は後期高齢者医療制度についてであります。この３日間の議論の中で、自立支援

法の議論が多くありました。私はこの自立支援法は天下の悪法で、施設経営者も大変な事態
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だし、そこに通う障がい者の皆さんも大変だし、保護者の皆さんも自治体も大変だ。これは

まさに天下の悪法だと思っておりますが、後期高齢者医療制度も私はそれに優るとも劣らな

い内容をもっていると思うものであります。 

新しく創設される制度ですのでちょっと生い立ちを言わせてもらいますと、これはいわゆ

る経済財政諮問会議、小泉内閣の諮問委員会です。ここが財界企業他の医療費抑制という大

きな方向があるわけですが、この要請に応えたものです。国と大企業の負担を軽減して、現

役世代と高齢者世代、このやはり対立を図りながら高齢者への医療を抑制していくと、そう

いう方向がまことに見え見えの制度であります。 

ご承知のように７５歳以上の高齢者を既存の保険制度から切り離して、後期高齢者医療制

度を創設するというものでありまして、このことによる高齢者の新たな負担は１兆円を超え

ると言われております。 

新潟県は全国的に見ても所得の低い県であります。したがって年金も低いわけで、年金の

額もよそと比べて低いわけでありますが、例えば年に２５０万円以下の人はどのくらいの構

成かというと、実に８２パーセントなのです。８２パーセントが２５０万円以下の年金しか

もらっていないということであります。 

一般的に財界や政府筋では、お年寄りは金持ちだというようなことを言いながら、新たに

医療負担をさせようというものですが、まさに私はとんでもないことというふうに考えるわ

けであります。 

そして皆さんもお気づきと思いますが、この後期高齢者医療制度では個人が加盟するんで

す。したがって今まであったその保険、いわゆる家族という概念がなくなってきます。例え

ば７５歳以上のある人が高齢者保険に入る。そうするとその人だけ既存の保険から抜けて、

高齢者医療制度に入る。あと例えば、奥さんが７０歳であるとか、都合によって孫を預かっ

ているとかというような場合には、さらに国民健康保険制度で奥さんやそのお孫さんは医者

にかかるわけですから。つまり、高齢者医療制度で、医療制度に入った人の年金、収入、そ

の収入によってさらに国民健康保険制度も、その保険税もそれで算定する。ひとつの収入か

ら２つの保険を査定していくという、私はこれは二重取りではないかと思うのですけれども、

そういう事態が出てくるわけです。 

したがって私はここで申し上げておりますように、高齢者の実態にあった保険料というこ

とが大事になってくると思うのですが、年間６万２,０００円というふうに言われております。

全国平均では７万４,０００円と言われておりますが、県の広域連合ではどのくらいになるの

かお聞きします。これはまた応益応能の割合を５０、５０というのが政府の指導ですが、こ

れはやはり応能の割合を増やしていって、高齢者の収入に見合った、実態にあったやはり料

金にしていくべきではないかというふうに考えますが、そのこともお聞きします。 

また、保険料は２年ごとに見直されるということになっております。これは入ってくる高

齢者の数が増加するということもあってそうなるわけですが、国民健康保険は５年であるこ

とからしますと、２年ごとに見直されると、２年ごとに値上げされるのかという心配もある
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わけです。そこもひとつお聞かせを願いたいと思います。 

それからこの保険証の資格証明書の発行というのは国保と同じくあるわけですが、１年以

上の滞納があるときというふうに決められております。ご承知のようにこの制度では、保険

料は年金から天引きされますから、月額１万５,０００円以上の年金をもらっている方は年金

から天引きされる。それ以下の方は普通徴収ということですから、年金から天引きの方では

滞納は発生しにくいと思うのですが、普通徴収の方はどうしてもやはり所得も少ないし滞納

が発生しやすい。こう考えていきますと、一番所得の少ない階層から保険証を取り上げると

いう事態にもなりかねないのですね。 

言うまでもないことですが、医者にかかるというのは、お金があろうがなかろうが病気に

はなるのです。特に７５歳以上の高齢者はほとんど、ほぼ全員が医者にかからないことはな

いと思います。そういう中で取り上げられる階層が低所得者。ここに収れんされるというの

は、私はこの制度の最大の欠陥だというふうにみますが、そういうことでの救済の手立ての

考えをひとつお聞かせ願いたいと思います。 

もうひとつは、健診問題であります。健康診断。これは従来から市でも重点課題でやって

きています。早期発見、早期治療ということで、大きなやはり貢献をあげているわけですが、

今度この後期高齢者は制度が変わって、そちらの制度に入るわけですから、国民健康保険が

実施しているその健診というのは受けられるのか、受けられないのか。仮にやらない場合に

はその実施機関は広域連合がやるのか。あるいは専門職員の配置はどうなるのかというあた

りも明確でありませんが、そこをひとつお聞かせ願いたいと思います。 

これは中をちょっと読んでみますと、何か高齢者の健康保持増進に努めなければならない

みたいな、努力義務のような内容の――私はこういうのを読むのは苦手なのですが、何か努

力義務のような内容の条例があります。これは健診というのはきちんとやってやはり早期発

見をやるべきだと思いますが、努力義務ということで、どうしてもそれをやらなければなら

ないというものではないのかどうなのか。どう受け止めておられるのか。そこらもひとつお

聞かせ願いたいと思います。そうした内容であります。以上で壇上からの質問を終わります。 

○市   長  笛木議員の質問にお答えをいたします。 

１ 被災した原子力発電所について 

被災した原子力発電所についての中で、中越沖地震により被災した柏崎刈羽原子力発電所

の安全性は、ということであります。今おっしゃっていただきましたように、地震発生当日

に発電所内の３号機付近で上がる火災、黒煙、これがテレビで放映される中で、これまでの

度重なる東京電力のトラブル隠し、あるいはデータ改ざん――東京電力ばはりではなかった

のですけれども――に加えて、今回判明したこの原子力発電所内の様々なトラブル。これに

対しまして、迅速そして適切な情報提供が行われなかったということが、地元を初め世界に

まで不安を生じさせた一因だろうと考えております。 

一説によりますと、ロシアの方では日本海が放射能汚染で真っ白になっているとか、イタ

リアかどこかのサッカーチームは日本にはもう放射能だから行くなとか、いろいろ本当に大
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変な風評被害的なものが生じたわけであります。これは今ずっと検証してみますと、国がま

ず放射能漏れは確認されていないというふうに公表したその後に、海水及び大気の中への放

射能、微量でありますしたけれども漏洩が判明した。それから発電所火災の状況が放射能漏

れの情報と合わせて発信されていたりとか、いろいろのそういうマッチングなんて言うとお

かしいですけれども、変なところでマッチングしてしまって、情報が過度に増幅されていた

というようなそういう部分もありまして、非常に大変なことでありました。 

電力会社や国、県、原子力保安院、こういう関係機関には適切な情報提供をきちんと求め

ていかなければならないというふうに考えております。今回の地震の最大加速度、これはち

ょっと議員のおっしゃったこととは違いますけれども、設計想定時の３.６倍――これは２号

機のところですね――を観測したということでありまして、これはやはり国の原子力発電所

建設に対する基本的な考え方が問われるという事態でもあったというふうに認識しておりま

す。 

また、国際原子力機関ＩＡＥＡの調査受け入れ、これも１回は断ったとか、何かいろいろ

な情報が交錯しまして、対応がちぐはぐだったわけですけれども、８月６日からは現地調査

が実施されまして、まだ公式見解には至っておらないかもわかりませんけれども、安全性は

確認されたということはおおむね伺っているところであります。 

放射能漏れや住民避難の必要がなかったことなど、結果としては安全性は確認はされたわ

けでありますが、付近の活断層調査や地盤の変動、あるいは発電所内での様々なトラブル、

こういう課題に対して国、原子力保安院も含めて事業者、これが責任をもって検証したうえ

で地域住民に説明し、不安払拭に努める必要がある。こういうふうに考えておりまして、こ

のことはやはり県を通じてでもきちんと申し上げておかなければならないことだと思ってお

ります。 

さて、危険な施設だという、危険と言われれば危険でありまして、いつも石原知事が言っ

ているそうでありますが、東京湾に作れと言ってもそれは作らないと。人のいないところへ

作れというようなことだとおっしゃっている方もおりますが。こういう事態が生じますと、

やはり私たちはなぜ、ではその本当に１００パーセント安全で何でもないのであれば、例え

ばなぜ東京湾につくらないとか、そういう議論も生まれるはずであります。やはり必要な施

設ではありますけれども、誰もがそれを喜んで受け入れる施設ではないというような気はい

たしております。 

そしてこれはここでこういうふうに設置をされているわけでありますので、その周辺地域

の件でありますけれども、県ではこの発電所を中心としておおむね半径１０キロ以内、これ

を防災対策重点地域――これはＥＰＺということです――としておりまして、重点地域の外

側、私どもはその外側でありますが、最も厳しい拡散条件のもとで人体における放射能量を

飛散した結果、人体に影響を与えるレベルに至らない。 

ずっと昔、六日町時代にこの議論がありまして、六日町の町民にも被爆した場合のそれを

緩和するヨウ素を全部配置せよというような議論もございました。県にも問い合わせました
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が、このことと同じでありまして、そのヨウ素等を県、あるいは東京電力ですか、そういう

ことで配布する地域になっていないということを一度確認した覚えがございます。 

そういうことで、相当の事故であっても人体に影響を与えるレベルには私どもの地域はな

らないと、そういうふうにひとつ今のところはご理解いただきたいと思います。海風が山を

越えてすぐ運んできて、この地域は盆地だからというそういう議論はずっとされています。

されていますが、そういうことには至らないということをひとつ皆さん方から――１００パ

ーセントと言われると私もちょっとわかりませんけれども、一応最も厳しい拡散条件のもと

でそういう試算をしておりますので、そういうこともひとつご理解をいただきたいと思いま

す。 

それから今、原子力発電所周辺９カ所の自動観測局で常時放射能量を監視していますけれ

ども、今のところは異常な検出はないと。それから７月の１６日から１８日に放出されまし

た放射能の影響。これは胸部レントゲン検査１回の約４０万分の１程度の量であったという

ことでありまして、これは健康の影響はないということであります。ただ、その放射能漏れ

が人体に影響ないと申し上げましても、これはやはり不安なわけでありまして、各専門家の

意見を踏まえながら周辺地域に不安のない原子力発電にしてもらわなければならないという

ことだと思っております。 

そこで国内の原子力発電量は全発電量の約、今３０パーセントであります。世界では１６.

２パーセントであります。今、欧米各国も一時は脱原発ということを強く打ち出してきまし

たが、ここにきまして地球温暖化防止、この対策も含めてまた原子力発電所の方に回帰をし

ている動きも相当見られるところでありまして、原子力発電所そのものはやはり私たちの国

にとっても必要な施設である。これはそういうふうに認識をされておりますが、その前提は

安全性が十分に担保されたものでなければならないということでありまして、地域住民にも

十分な理解を得たうえでの運転でなければならないということだと思っております。 

必要ないということではありませんが、やはりこういうことが起きますと、危険というこ

とについてはやっぱり頭をよぎりますので、安全性が１００パーセント保証されなければ危

険な施設だということだというふうに思っております。 

２ 後期高齢者医療制度について 

後期高齢者医療制度であります。後期高齢者医療制度の運営につきましては、保険料徴収

は市町村が行います。財政運営は都道府県単位での広域連合が行う。こういう枠組みによっ

て発足をしまして、今現在、国の考え方の示されたものから順次全般にわたって調整中であ

ります。整理調整中ということです。財源構成につきましては、医療費総額より患者負担分

を除いた額について公費、これが約５割であります。現役世代からの支援、これが約４割。

この他高齢者の皆さま方から広く薄く保険料をいただく。これが約１割というふうに、これ

が徴収して賄われるということになっております。 

他にこの保険料で賄われる費用といたしましては、保険事業費あるいは葬祭費等がござい

ます。また広域連合運営のための人件費、事務費、これらの経費につきましては、均等割が
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１０パーセン、高齢者人口割が４０パーセント、人口割り５０パーセント。この構成に基づ

きまして、参加市長村から負担金というかたちで徴収されますので、保険料で賄われること

はありません。また、保険料につきましては、議員おっしゃっていただきましたように、応

益応能の原則５０、５０という国の考え方は示されております。 

そこで広域連合では１１月に保険料を決定する予定で準備中であります。現段階で保険料

額についてはなかなかまだお示しすることができませんけれども、保険料の軽減措置として

所得の低い方と、新制度発足によって新たに負担が発生する被用者保険の被扶養者について

は、考え方が示されております。その考え方によりますと、低所得者世帯に属する被保険者

につきましては、均等割額が軽減をされます。軽減される割合は世帯の所得に応じて７割、

５割、２割、この３種類となりますけれども、これらは申請ではなくてもう職権によって行

うということであります。 

それから後期高齢者医療発足制度直前に被用者保険の被扶養者であった方、そういう方で

す。これにつきまして新たに、これは本人に保険料負担が課せられるわけでありますので、

激変緩和を図るために、制度加入時から２年間は均等割額のみを課して、さらにその額を２

分の１というふうに軽減をして、徐々に全額の方に切り替えていくということであります。 

また、減免措置といたしましては、災害、あるいは事業の休廃止、こういう場合で収入が

著しく減少すると。これは減免、こういうことの減免規定は設ける方向で今検討しておりま

す。 

後期高齢者医療制度につきましては、他の医療制度あるいは介護保険制度等との均衡を図

っていくという必要がありますし、応能・応益負担につきましても、国に示した割合から著

しく異なるということになりますと、軽減措置の適用ができなくなるということもあります

ので、これは国から示された考え方に基づいて今運営をされるべく準備を進めているところ

であります。 

後期高齢者についての市民健診はどうなるのかということであります。このことによりま

して今、老人保健法は今年度で廃止となりまして、医療制度改革によりまして。平成２０年

４月、これからは高齢者の医療の確保に関する法律これに基づきまして、４０歳から７４歳

までを対象に健診保健指導が今度は医療保険者に義務づけられます。保険者に義務づけられ

ます。そして健診の目的も個別疾患の早期発見、早期治療から、今、俗に言われております

メタボリックシンドローム、これに着目した早期介入、行動変容へと大きく変更になります。 

７５歳以上の後期高齢者につきましては、保険者――これは広域連合の方ですけれども―

―今おっしゃっていただきましたように、努力義務として高齢者の医療の確保に関する法律

に規定をされているところであります。努力義務であります。後期高齢者の。 

広域連合では後期高齢者の健康診査の実施に向けまして、今、市町村と協議中でありまし

て、実施につきましては、広域連合は支部をもっておりませんし職員も限られておりますこ

とから、健康診査事業を私ども市町村に委託する方向が望ましいということで今、調整をし

ているところであります。 
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後期高齢者医療制度につきましては、現在の老人保険加入者がそのままそっくり移行しま

すし、これまでも老人保険加入者に対する保険事業は市として対応しておりますので、実施

機関、専門職員を特別に配置することは考えておりません。このことについては大きく変わ

ることはないということであります。 

そしてがん健診等に関しましても、市民を対象とする健診として実施する計画であります

し、地域支援事業における生活機能評価、これにつきましても共同で実施できることが望ま

しいと考えております。これらの健診に対する健康診断、指導の機会を提供できる体制とし

て、今までと同様で十分対応できるというふうに考えております。 

それから後期高齢者の保険事業の財源といたしましては、国でも財政措置が検討されてい

ますが、保険料負担または市町村分賦金として賄うというふうにされております。その他の

方法も国で検討中ということでありますので、国の動向を見ながら最終的な判断がなされる

ということになっていくわけであります。 

我が市もやはりこれは国の動向、広域連合の方針、これらを見ながら実施体制の構築に向

けて早急に検討していかなければならないということでありまして、すでに義務づけられた

健康診断等に対応するための国保の関係の中での人間ドックへの助成等もどうしていくべき

かということは、すでに検討に入っているところであります。以上であります。 

○笛木信治君  １ 被災した原子力発電所について 

原子力発電所についてでありますが、市長の考え方からすると、好ましい施設ではないが、

危険な施設ではないというふうには考えないと。安全が１００パーセント担保されているわ

けではないという認識でありますが。お考えを聞いていますと、一般的にやはり私も市長の

考え方とすればそこら辺かなというふうに考えていましたが。しかし、どちらかといえば市

長は立場上もあってのことだと思いますが、やはり危機管理、危機意識ということについて、

私の思いからするとちょっと希薄ではないかという気もするのです。 

昨日の同僚議員との議論の中でも危機管理は市長の一番大切なことだというふうな答弁も

されておりますし、そういう危機管理、市民の危機に対して対処しなければならないという

その思いはもちろん市長おありなのですが、そうかと思うとまた一方では関昭夫議員の指摘

にもあったように、防災計画もまだ策定していないというような一面もあったりして、どう

もそこがちょっと危機意識が希薄なところがあるのではないかという気がします。 

私は一般的に言いますと、風水害、雨に水に風、それから地震というような一般的な風水

害というのは我々覚悟して日々生きていますが、原子力発電所の危険というのは全くこれは

想定外なのです。昔からあったわけではないのです。人間がそこに創り出した危険であるわ

けですから。これは我々一般住民からするとはなはだ迷惑な話で、私はこれに対するやはり

――それは電気は必要であるとかないとかという以前に、やはりそれはきちんと、何ででは

我々はそんな日々危険な思いをしなければならないかということにやはり思い至るべきだと

思うのです。 

保健所にも私は行ってきました。新潟県ではこうした周辺地域にどういうその危機管理体
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制をとっているのかと言ったら、しばらく探して災害マニュアルを出してきて、書類を開い

て言うのですけれども、もし放射能を含んだ大気がここまできたら、今、市長が話しされま

したが、中和するためのヨウ素剤を長岡まで取りに行ってくると、こう言ってました。「長岡

まで取りに行ってくると、おまえさん、２時間もかかるねかね。すでにそこに放射能がきて

いるというのに、２時間もかかってどうするのかね」と言ったら、黙っていましたけれども。

そういうふうに県も全く危機意識を持っていないと思うのです。 

やはりそういう点では、私はちょっと市長の見解は不足なのですけれども、いろいろな機

会でそうういことを発言していきたいという答弁がありましたので、それはそれで私はいい

と思いますが。現実にその風評被害を被った観光業者関係は７,０００泊からのこの南魚沼市

の被害があるわけですが、今、すべてこれは払拭されたわけではないです。 

そういう点でも私は例えば国や県に対して特別に交付金、交付税を請求するとか、やはり

思い切ったことを言うべきだと思うのです。「何で俺らがこんな目に遭わなければならないの

か」ということを言うべきだと思うのですけれども、そこをもう１点お願いしたいと思いま

す。 

２ 後期高齢者医療制度について 

時間もありませんので、後期高齢者の方へ。これはまだ調整中ということでありますから、

そうだと思いますが、私、先ほども言いましたけれども、いわゆる家族の中で後期高齢者医

療にいく者と、国民健康保険に残る者と、その家族自体の中で分割されてしまうのです。し

かも一つの所得の中から２つの保険が査収されるなどという、こんなこともあっていいのか

と思うような事態があるわけですけれども。 

内容から言うと、７割、５割、３割のこの減免制度も国保と同じような仕組みにはなって

いますけれども、これがしかし私は国保でもわかるように、やはりきちんと本当にお年寄り

のそうした世帯の実情に即した、あった体系で、料金が決められているかどうかということ

は、はなはだ疑問なのです。私はそういう意味では自治体の皆さんが、本当に日常を、県の

広域連合ですから、自分達で決められないということはありません。そこへ上げていかなけ

ればならないというのがあるのですが、ひとつきちんとそこを上げて、そういう対処をして

もらいたいと思います。そこをひとつお願いします。 

それから健診は保険者がやるのだということですけれども、そうすると広域連合がやると

いうことですが。お年寄りが新潟まで出かけていくわけではないだろうと思うので、ここで

やるわけですよね。その場合どういうかたちでやるのか。あるいは専門職員みたいな者を南

魚沼市に常駐させるのか。あるいは誰かが派遣されて来てやるのか、その辺も。これも市長

も言われているように、努力義務ですから。ややもするとやれば保険料を上げなければなら

ないからやらないみたいなこともないとは言えないので、ここはひとつ私は本当はこれは広

域連合に任すのではなくて、やはり各自治体が責任を持ってやるというのが一番いいと思う

のですけれども、そこをひとつもう一回お聞かせ願いたいと思います。 

○市   長  笛木議員の再質問にお答えいたします。 
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１ 被災した原子力発電所について 

原子力発電に絡んでの危機管理の件であります。防災計画につきましては、昨日関議員に

も申し上げましたとおり、私たちが危機管理が不足していて策定しなかったということでは

なくて、国、県、これとのやはり整合性を図らなければ、防災計画そのものの実効性が疑わ

れるということでありますので、それを待ってということであります。 

その間の危機管理につきましては、今までの部分と、それから中越地震等で経験をさせて

いただいた、それらをもとにしてきちんとした危機管理を行ってまいりますので、危機管理

意識が希薄だということだけは、そこらで言わないようにしてください。お願いいたします。 

議員おっしゃったように、確かに文明の利器でつくったものというのはやはり便利であり、

また危険であるわけであります。原子力発電所もそういうことですし、簡単にいえば車だっ

てそうですね。車があるがためにいつ交通事故を起こすか起こされるかわからないという。

そういうふうに考えますと、なかなか何ていいますか、今の社会に生きてはいけないと思う

わけですが。ただ、やはりこの原子力発電所。これについては本当に万が一のこともあって

はならないということでありますので、そういうことはきちんと強く訴えていきたいと思い

ますし、極力自分の地域の近くには建設してもらいたくないという気持ちは、これは偽らざ

る心境でございます。 

風評被害も、これは東京電力からちょっと補償でもしてもらわなければならないという話

も、冗談交じりには言ったところがありますが、いずれ風評被害を受けたのは県下全域であ

ります。市長会等でも確かそういう話は出てきますが、ただどこに補償しろとかということ

ではなくて、救済措置としてどういうことがあるのか。あるいは早く、なるべく早く払拭し

ていただくためには、県の方からもそれぞれ頑張っていただいているわけですし、該当の市

町村も頑張っているわけですけれども、そういう方向で収束が図られていくものだと思って

おります。 

今、この風評被害的なものはまだあるのかな・・・（「新規の予約の入りが悪い」の声あり）

新規の予約がやはりちょっと入りが悪いようでありますが、一日も早くこの払拭に努めてま

いりたいと思っております。 

２ 後期高齢者医療制度について 

それから後期高齢者の健康診査。これは先ほど触れましたように、広域連合ではとてもで

きません。できませんので各市町村に委託をする、大体この方向であります。そして市町村

がきちんとやると。努力義務というふうに言われておりますけれども、今までのその老人保

険関係の加入者がそっくりそのままというかたちでありますから、大体今までどおりのこと

はきちんとやっていけるだろうと思っておりますので、そういう面での心配はいらないとい

うふうに感じております。 

その前段の保険料の二重取り的な部分ですけれども、これは制度がそういうふうに変わっ

てしまいますので、一家の中でこっちの保険とこっちの保険とそのことは生じてきますし、

一家にとればその収入はひとつですけれども、年金は個々にくるわけですので、その二重取
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りということにはあたらないわけですが、確かに負担的にはやはりある程度感じるというこ

とは・・・（「二重取りとは言わなかった。二重計算」の声あり）ではその二重計算。それは

そういうことだと思っております。その年齢によってこうなってしまうわけですよね、それ

はよくわかりますが。 

いずれにしても後期高齢者医療制度というものが、真にやはり後期高齢者の皆さんにとっ

て、きちんとした健康面も含めて、いい制度であったということにしないと発足した意味も

ございませんので、改正を要するような部分が生じてきますれば、私どもも国、県に対して

は現場はこうですと、実態はこうですと。ここはきちんと改正をしていただきたいとか、そ

ういうことはきちんと申し上げていかなければならないと思っておりますので、またそれぞ

れご指導をお願いしたいと思っております。以上であります。 

○議   長  以上で一般質問を終わります。 

 本日の日程は全部終了いたしました。本日はこれにて散会いたします。次の本会議は明日

９月１３日午前９時３０分から当議事堂で開きます。大変ご苦労さまでした。 

（午後２時５０分） 

 

 

 


